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■第１章 計画の基本的な考え方■ 

１ 計画策定の趣旨と背景                      

我が国は、急速な少子化の進行や保護者の就労環境の変化に伴い、子どもとその家族を

取り巻く環境は著しく変化しています。特に首都圏や大都市圏では、多くの待機児童が生

じていることや、子育てと仕事を両立できる環境の整備が必ずしも十分でないこと等が問

題となっています。 

このような状況の中、本市では平成 16 年に「次世代育成支援行動計画」を、平成 22

年に「清須市次世代育成支援行動計画（後期計画）」を策定し、市民、地域、行政の協働

による子育て環境の整備に取り組んできました。 

さらに平成 24 年８月の「子ども・子育て関連３法」の制定をうけて、「清須市子ども・

子育て支援事業計画」を平成 26 年度に策定しました。この計画は、子ども・子育て支援

に係る現在の利用状況や潜在的な利用ニーズを含めた利用希望を把握した上で、教育・保

育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、提供体制の確保の内容等を盛り込んだ

５か年計画となりました。 

そして国は、平成 29 年に「子育て安心プラン」を公表するとともに幼児期の教育及び

保育の重要性に鑑み、「子ども・子育て支援法」の一部を改正し、総合的な少子化対策を

推進する一環として、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図るため、市町村の確認を

受けた幼児期の教育及び保育等を行う施設等の利用に関する給付制度「子育てのための施

設等利用給付」を創設しました。この令和元年 10 月１日から幼児教育・保育の無償化の

制度が始まり、幼稚園、保育所、認定こども園等を利用する満 3 歳～5 歳児（小学校入学

前まで）と、住民税非課税世帯の０～2 歳児の利用料が無料となっています。 

こうした法律の改正等を受けて本市では、子ども・子育て支援に係る現在の利用状況や

潜在的なニーズを含めた利用希望を見直し、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業

の見込量などを踏まえ、「第二期清須市子ども・子育て支援事業計画」を策定しました。 

本計画では、「幼児教育・保育の無償化」等の子育て支援策を確実に実施できるよ

う、社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族を含めたすべての子どもに向け

た質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を推進するとともに、次世

代育成支援推進法による関連施策を計画的に実施し、「子どもの最善の利益」が実

現される社会を目指します。  
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２ 計画の法的根拠と位置づけ                    

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画

であり、教育・保育及び地域・子ども子育て支援事業の提供体制の確保の内容及び実施時

期や、子ども・子育て支援法に基づく業務の円滑な実施に関する内容を定めた計画です。 

本計画は、次世代育成支援対策推進法第８条に規定される市町村行動計画及び、子ども

の貧困対策の推進に関する法律第９条第２項に基づく市町村計画として位置付け、一体の

ものとして策定します。 

また、本計画は、上位計画である「清須市第２次総合計画」や、その他関連計画が定め

る子どもの人権の尊重と子どもの最善の利益を考慮して策定しています。 

 

 

３ 計画の期間                           

本計画は、令和２年度（2020 年度）から令和６年度（2024 年度）までの 5 か年を計

画期間とします。計画最終年度である令和 6 年度には、計画の見直しを行います。 

 

【計画期間】 

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 

令和 
元年 

令和 
２年 

令和 
３年 

令和 
４年 

令和 
５年 

令和 
６年 

令和 
７年 

令和 
８年 

令和 
９年 

令和 
１０年 

令和 
１１年 

策定    

 

 

 

    

 

４ 計画の策定体制                          

本計画にあたっては、清須市子ども・子育て審議会を設置し、有識者や教育・保育の関

係者、市民等の意見を踏まえ策定・検討しました。 

また、審議会の他に「子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査」の実施、ならびに

子育て世代と子育て支援者の声を直接聞くための「ワークショップ」、「グループヒアリン

グ」等を開催し、本計画を策定しています。 

 

  

第二期清須市子ども・子育て支援事業計画 

第三期清須市子ども・子育て支援事業計画 見直し 
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■第２章 子ども・子育てを取り巻く現状■ 

１ 統計による清須市の状況 

（１）人口の推移と世帯数 

平成 22 年から平成 30 年までの人口推移をみると、平成 2４年以降は増加傾向にあり

ます。 

また、世帯数も同じような傾向で推移していますが、１世帯当たり人員は減少傾向とな

っています。全体的にみると、世帯数の増加と１世帯当たり人員の減少がみられ、世帯規

模の縮小傾向が見られます。 

■清須市の人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■清須市の世帯数と１世帯当たりの人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

26,359 26,430 26,370 26,625 27,045 27,460 27,886 28,768 29,101 29,477 

2.50 2.49 2.50 2.48 2.46

2.44
2.42 2.39 2.37
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10,000
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22年

平成
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平成

24年

平成

25年

平成
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平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

世帯数 １世帯当たり人員

（人）（世帯）

65,911 65,903 65,947 66,124 66,488 66,897 67,372 68,649 68,914 69,257 
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20,000

40,000

60,000

80,000
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22年
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平成
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平成
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平成
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平成
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平成
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平成

30年

令和

元年

（人）

資料：清須市住民基本台帳 (各年 10月 1日時点) 

※外国人登録者を含む 

 

資料：清須市住民基本台帳 (各年 10月 1日時点) 

※外国人登録者を含む 
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（２）年齢３区分別人口の推移 

本市の年齢３区分別人口の推移をみると、０歳～14 歳の年少人口は平成 17 年までは

減少し、その後は概ね横ばい傾向にあり、15 歳～64 歳の生産年齢人口は減少、65 歳以

上の老年人口は増加しています。 

特に、老年人口をみると、平成２年では 65 歳以上が占める割合（高齢化率）は 9.9％

でしたが、平成 22 年以降においてはその割合が 20％を超え年々増加しており、住民の

５人に１人が 65 歳以上の高齢者になっています。 

一方で、年少人口をみると、平成２年から平成 17 年までは減少傾向でしたが、平成 22

年からは、増加しています。 

■年齢３区分別人口構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※年齢不詳者がいるため、各年齢区分の合計と総数は一致しない 
 

■年齢３区分別人口構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

11,069 9,667 9,097 8,771 9,372 9,534 

44,369 45,547 44,047 43,113 42,792 41,834 

6,084 7,524 9,247 11,234 13,215 15,377 

61,578 62,738 63,009 63,358 65,757 
67,327 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（人）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

18.0 15.4 

14.6 13.9 14.3 14.3 

72.1 72.6 70.6 68.3 65.5 62.7 

9.9 12.0 

14.8 17.8 20.2 23.0 

0

20

40

60

80

100

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（％）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

資料：国勢調査 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（３）児童人口の推移 

０～11 歳の人口は、平成 26 年から令和元年まで微増傾向にあり、特に 0 歳～2 歳児が

増加しています。今後も出生数が大きく変わらない場合、0～11 歳の人口は微増すること

が予想されます。 

■０歳～11歳の人口推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

■０歳～11歳の年齢別人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2,056 2,064 2,085 2,248 2,272 2,201 2,184 2,140 2,164 2,164 2,168 

1,982 2,026 2,026 2,008 2,055 2,073 2,177 2,215 2,158 2,143 2,099 

1,922 1,879 1,968 1,981 2,013 2,039 1,981 2,044 2,068 2,172 2,210 

1,844 1,886 1,890 1,936 1,903 1,975 2,002 2,024 2,054 1,996 2,060 

7,804 7,855 7,969 8,173 8,243 8,288 8,344 8,423 8,444 8,475 8,537 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

（人）

０～2歳 3～5歳 6～8歳 9～11歳

実績 推計

（人）

H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R１年 R２年 R３年 R４年 R５年 R６年

０歳 666 691 742 755 781 697 723 722 722 723 726

１歳 725 663 695 787 741 773 702 728 727 727 728

２歳 665 710 648 706 750 731 759 690 715 714 714

３歳 672 663 703 642 711 744 728 755 687 712 711

４歳 707 662 653 703 636 711 738 722 749 682 706

５歳 603 701 670 663 708 618 711 738 722 749 682

６歳 650 605 698 666 657 713 617 710 737 721 748

７歳 616 659 614 693 668 648 714 618 711 738 722

８歳 656 615 656 622 688 678 650 716 620 713 740

９歳 613 656 619 650 629 686 679 651 716 621 715

１０歳 613 617 659 626 646 632 689 682 654 719 624

１１歳 618 613 612 660 628 657 634 691 684 656 721

合計 7,804 7,855 7,969 8,173 8,243 8,288 8,344 8,423 8,444 8,475 8,537

区分
実　績 推　計

資料：清須市住民基本台帳 (各年 10月 1日時点) 
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（４）出生数・死亡数の推移 

平成 22 年から平成 29 年までの出生数・死亡数をみると、出生数が死亡数を上回る自

然増の傾向となっています。 

出生数については、平成 26 年度までは減少していましたが、平成 27 年以降は増加し、

最も少ない平成 26 年の 699 人と比べると、平成 29 年は 81 人多くなっています。一方、

死亡数については、ゆるやかに増加していましたが、平成 29 年は一転減少しています。

平成 29 年は、542 人と、最も多い平成 28 年の 620 人と比べると、78 人少なくなって

います。 

出生率については、本市は毎年全国と愛知県を上回っていましたが、平成 29 年次には、

11.４と全国（7.6）、愛知県（8.4）を上回り、愛知県内の順位では１位に、平成 30 年次

も 2 位となっています。 

 

■出生数・死亡数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■清須市の出生率の推移等 

 

 

 

 

 

 

 

※出生率は人口 1,000 人当たりにおける出生数  

798
746

716 728
699 701 730

780

514 494 511
537 550 572

620

542

200

400

600

800

1,000

平成

22年

平成

23年

平成

24年

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

（人）

出生数 死亡数

平成25年次 平成26年次 平成27年次 平成28年次 平成29年次 平成30年次

清須市 11.0 10.5 10.4 10.8 11.4 11.0

愛知県 9.2 8.9 9.0 8.8 8.4 8.4

全国 8.2 8.0 8.0 7.8 7.6 7.4

愛知県内での
清須市の順位

10位 10位 10位 7位 1位 2位

資料：人口動態統計 

 

 

資料：愛知県衛生年報 
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（５）女性の就業率 

平成 27 年の国勢調査における女性の労働力率をみると、20 歳代後半から 30 歳代前半

にかけて、出産や育児等のために仕事を中断する女性が多いことを示す「Ｍ字カーブ」を

描いています。平成 27 年の国勢調査における本市と国の値を比べてみると、25 歳から

39 歳の間の就業率が全国値と比べ低くなっています。しかし、それ以外の年齢区分にお

いてはほぼ全国値よりも高い率となっています。 

■女性の労働力率 （□が清須市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）公立幼稚園の入園児童数の推移 

公立幼稚園の入園児童数の推移をみると、減少しています。これは、平成２８年度に公

立幼稚園を１園廃園したことによるものです。 

■市立幼稚園の入園児童数 
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81.4 
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16.7 
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78.9 

68.7 69.4 
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（%）
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資料：平成 27年国勢調査 

 

 

 

資料：学校教育課 
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（７）保育園児数の推移 

保育園等園児数の推移を見ると、ゆめのもりこどもえんを開園したことにより平成２８

年度をピークに増加しております。また、平成２７年度以降は園児全体に対する３歳未満

児は、高い比率を維持しています。 

■年齢別保育園児数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）放課後児童クラブの状況 

放課後児童クラブの利用人数を見ると、増加傾向となっています。 

平成２７年度からは、小学校４年生～６年生まで対象児童を拡充しましたが、以前とし

て小学校１年生～３年生の低学年が利用者のほとんどを占めています。 

 

■放課後児童クラブ利用者数の推移 
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資料：子育て支援課 

資料：子育て支援課 
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（９）放課後子ども教室の状況 

放課後子ども教室は平成 21 年モデル校から始まり、徐々に増え、平成 31 年度からは

小学校全８校で開設しています。利用人数を見ると、増加傾向となっています。 

 

 

■放課後子ども教室利用者数の推移 
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資料：学校教育課 
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２ 子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果の概要 

 

（１）調査概要 

■調査地域 ：清須市全域 

■調査対象者：清須市在住の「就学前児童」の保護者（就学前児童調査） 

：清須市在住の「小学生」の保護者（小学生児童調査） 

■調査期間 ：令和元年６月 26 日 ～ ７月 10 日 

 

 

 

 

 

 

 

■調査方法 ：郵送による配布・回収 

 

■調査内容  

 

１ 調査対象者の属性 

1 お住まいの地域について 

2 お子さんとご家族の状況について 

3 子どもの育ちをめぐる環境について 

２ 就学前児童・小学生児童共通項目 

1 保護者の就労状況について 

2 病気の際の対応について 

3 不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かり等の利用について 

4 お子さんの泊りがけでの預かりについて 

5 お子さんの放課後の過ごし方について 

6 子育て環境や支援などについて 

３ 就学前児童個別項目 

1 平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について 

2 地域の子育て支援事業の利用状況について 

3 土曜・休日や長期休暇中の定期的な教育・保育事業の利用希望について 

4 育児休業や短時間勤務制度など職場の両立支援制度について 

 

  

調査票 
調査対象者数 

（配布数） 
回収数 回収率 

就学前児童 2,000 1,018 50.9％ 

小学生児童 1,000 484 48.4％ 

合計 3,000 1,502 50.1％ 
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（２）結果概要 

①公立幼稚園や認定こども園等を望む教育ニーズについて 

 

 

 

 

ア．現在の平日の教育・保育事業の利用状況及び今後の利用希望（就学前児童） 

【現在の平日の教育・保育事業の利用状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．今後の平日の教育・保育事業の利用希望（就学前児童） 
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「公立幼稚園」については、現在利用しているが 7.8％で、今後の利用意向が 29.6％、

「認定こども園」については現在の利用が 5.1％で、今後の利用意向が 24.7％となって

おり、教育ニーズが高まっていることがわかります。 
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②長期休暇中の定期的な教育・保育の利用意向について 

 

 

 

■夏休み・冬休みなど長期休暇期間中の教育・保育事業の利用希望（就学前児童） 

※保育園を利用している方のみ 

 

 

 

 

 

 

 

③病児・病後児保育事業の利用意向について 

 

 

 

 

■「病児・病後児保育事業」の利用希望（就学前児童） 

※「（就労している）母親、または、父親が仕事を休んで看た」を選んだ方のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「病児・病後児保育事業」の利用希望日数（年間） 

 

  

25.4 54.1 18.3 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童（N=394）

利用する必要はない 休みの期間中、ほぼ毎日利用したい

休みの期間中、週に数日利用したい 無回答

34.1 65.3 0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童（N=369）

できれば病児・病後児保育施設等を利用したい

利用したいとは思わない

無回答

8.7 29.4 22.2 9.5 15.9

1.6 0.8

11.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童（N=126）

１日 ２～３日 ４～５日 ６～９日

10～19日 20～30日 31日以上 無回答

保育園の利用者において、長期休暇期間中の教育・保育事業利用意向をみると「休みの

期間中、ほぼ毎日利用したい」が 54.1％とニーズが高くなっています。 

子どもが病気になった場合に、預けることが可能な病児・病後児保育事業を「できれ

ば利用したい」が、34.1％となっており、利用希望日数については年間で 10 日以上利

用したい割合が約 20％と高いニーズが見られます。 
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④放課後の過ごし方（放課後児童クラブ、児童館の利用等）について 

 

 

 

 

 

 

■放課後の時間を主にどのような場所で過ごさせたいか（就学前児童） 

【小学校低学年で過ごさせたい場所】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小学校高学年で過ごさせたい場所】 
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放課後の過ごし方についての希望を見ると、低学年のうちは放課後子ども教室が

35.0％、放課後児童クラブが 35.5％と、一定の利用意向はあるものの、高学年になる

と部活動や習い事などの割合が高くなるため、放課後児童クラブは 26.2％にとどまって

います。高学年からは、部活動や習い事など、子どもを新たな知識や技術の習得ができ

る場で過ごさせたいという保護者の意向がうかがえます。 
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⑤相談相手について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子育てについて、気軽に相談できる人や相談できる場所の有無 

（就学前児童、小学生児童） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■相談する相手（就学前児童、小学生児童） 
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子育てについて気軽に相談できる人や場所の有無については「いる（ある）」が 70％

以上となっています。「いない（ない）」という人も就学前児童では 2.3％、小学生児童

では 3.7％と少数ながらみられました。 

相談先は配偶者、祖父母等などの親族、友人や知人等、身近な人に相談することが多

くなっています。民間、公的等の相談相手は就学前児童では「保育士」「かかりつけの

医者」「子育て支援センター、児童館等」、小学生児童では「小学校教諭」「塾や習い事

の先生」「近所の人」等で相談ニーズがみられました。 
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⑥幼児教育・保育の無償化について 

 

 

 

 

■幼児教育・保育の無償化の実現後、子どもの人数を増やしたいか（就学前児童） 

 

 

 

 

 

 

 

【年齢別】 
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増やしたいとは思わなない 無回答

幼児教育・保育の無償化後に子どもの人数を増やしたいかについては、「増やしたいと

は思わない」が 64.2％と最も多いが、「１人増やしたい」は 29.1％、「２人以上増やした

い」は 4.3％と〝子どもを増やしたい“と考える人は３割を超えています。 
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②無償化後に希望する教育・保育事業 

 

 

 

 

■無償化後に希望する教育・保育事業（就学前児童） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公
立
保
育
園

公
立
幼
稚
園

（
通
常
の
就
園
時
間
の
利
用

）

公
立
幼
稚
園
の
預
か
り
保
育

私
立
幼
稚
園

（
通
常
の
就
園
時
間
の
利
用

）

私
立
幼
稚
園
の
預
か
り
保
育

認
定
こ
ど
も
園

小
規
模
保
育
事
業
所

家
庭
的
保
育

企
業
主
導
型
保
育
事
業
所

自
治
体
の
認
証
・
認
定
保
育

施
設

そ
の
他
の
認
可
外
の
保
育
施
設

居
宅
訪
問
型
保
育

フ

ァ
ミ
リ
ー

・
サ
ポ
ー

ト
セ
ン

タ
ー

、
民
間
保
育
サ
ポ
ー

タ
ー

な
ど

そ
の
他

無
回
答

57.5

7.1
2.7

16.3

3.6
7.9

0.1 0.1 0.3 0.0 0.1 0.3 0.1 1.1 2.9

0

20

40

60

就学前児童（N=1,018）(%)

無償化後に希望する教育・保育事業は、「公立保育園」が 57.5％と最も多く、次いで「私

立幼稚園（通常の就園時間の利用）」（16.3％）、「認定こども園」（7.9％）、「公立幼稚園

（通常の就園時間の利用）」（7.1％）となっています。 
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３ グループヒアリング及びワークショップの結果の概要 

 

（１）調査概要 

■調査目的 ：令和２年度からスタートする「第二期子ども・子育て支援事業計画」策

定のため、子育て支援者及び子育て中の保護者に対し、グループヒアリ

ング並びにワークショップを行うことにより、家庭や身近な地域での子

育て状況及び現在の子育てに関する問題や課題を的確に把握すること

で、行政への要望や意見などを踏まえ、今後の計画策定の基礎資料とす

る。 

 

■調査対象・実施日時・実施方法 

①グループヒアリング  

対  象 

地域で活動する子育て支援団体・組織等 5 団体 

①子育て新川サポートステーション「タイム」 

②子育てネットワーカー 

③保育サポート「えぷろん」 

④「ふぁにぃマンマ」 

⑤清須ファミリー・サポート・センターの提供会員 

実施日時 令和元年 8 月 30 日（金） 

実施方法 
事前に配布したヒアリングシートの回答をもとに、対面にて聞き

取りを行った 

 

②ワークショップ  

対  象 市内の子育て支援センターを利用している子とその保護者 10 組 

実施日時 令和元年 8 月 23 日（金） 

実施方法 

各地区の子育て支援センターごとにグループを作り、意見や要望

等を付箋に記入し、その後意見交換を行った 

（内容） 

「清須市で子育てする中でいいところ」 

「清須市で子育てする中で不安・課題」 

「課題を解決するための方法と役割分担」 
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①グループヒアリングの結果概要（抜粋） 

 

  

活動の課題 

・団体等への加入者の増員、後継者の育成 

・仕事を持っているため、タイムリーなサポートが困難、活動時間の確保 

・支援が必要な人への情報発信の方法及び参加者の確保 

・自分の急病等緊急時の対応 

・家族間での解決できない問題への対応 

子育て全般への意見  

・子育ての環境がそれぞれ異なることから、対応や考え方を柔軟にする必要がある 

・支援者の育った時代や環境が異なるため、変化に気付けるよう保護者や支援者の声を聞い

たり、情報収集をしている 

・最近の親子関係の中で、子どもに関心がない人、逆に過干渉の親等が子どもの自発性（自

立）を妨げるケースもあることが心配 

・核家族で共働き家庭において乳幼児を育てることは難しいので、周囲の協力が必要 

・子育て支援事業が充実しすぎており、親子が触れ合うことなく子育てができてしまうので

はないか。子どもの成長にとって親子関係が大切であり、勉強できる場の提供があるとよ

いのではないか 

清須市への要望や連携について 

・支援者がお互いに連携や情報交換ができる場、並びに交流の機会のできる場の提供 

・行政の縦横の連携をよくすること 

・兄弟が同じ園へ入所できるようにすること 

・不登校児のための適応教室があるが、移動手段がないと行きにくい 

・0～3 歳児の入園できる人数の増加 

・一時的に子どもを預かる施設の充実 

・子どもが好き・明るい生活･思いやりのある人・手先が器用など、隠れた才能を持つ人を

子育て支援の人材にしていける体制づくり 

今後の子育て支援のあり方・今後必要とされる支援について 

・妊娠中からの切れ目のないサポート及び支援 

・保育所、児童館の充実 

・保育士等の労働状況の改善、向上（保育に携わる人が疲弊することのない環境整備）と人

材確保 

・「広報清須」ではなく、子育てに特化した情報誌等の作成 

・障がいのある児をサポートする専門の医療機関が不足  

・妊娠中から子育ての楽しさ等を伝える講座等の開催 
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生活環境 

・町の人が子ども連れにとても優しい 

・市内のスーパーが、妊婦・子ども連れに優しい 

・県内出生率 No.1、子どもの数が多い 

・名古屋市に近接している。①習い事が選べる ②通勤しやすい 

・小児科専門の病院がある 

・公園がたくさんあり遊ぶ所が多く、また公園の遊具の種類が多い 

公共施設 

・子育て支援センターの先生がみんな子どもを大切に見てくれる。相談にのってくれる。対

応がとてもよい 

・子育て支援センターなどの母親同士の交流の場があり、たくさんの友達ができた 

・子育て支援センターの雰囲気が良く行きやすい（広くておもちゃもあり安心して遊べる）。 

・子育て支援センター、児童館、清洲総合福祉センターなどの施設が充実している。利用時

間も長い。イベントも充実している 

 

公共サービス 

・医療費が中学校卒業まで無料 

・ファミリー・サポート・センターの方がみんな優しく思いやりがある 

・安心してファミリー・サポート・センターを利用できる 

・キヨスマアプリが便利 

・出産前のパパママ教室を実施している 

・ランドセルがもらえる 
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②ワークショップで出た課題と解決策（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

  

保育施設･保育の充実 

課
題 

・幼稚園、保育園、認定こども園などの選択肢が少ない 

・幼稚園が１つしかなく、不足している 

・保育園の受入枠が少ない 

・部屋の中、園内のみで過ごす日も多い。特色がない 

・第 1 子が保育園に通園していたのに、第 2 子が生まれた時点で保育園を退園しなけ

ればいけない 

・2 歳以下は母の育休中に退園になるのはやめて欲しい 

・保育園の給食が良くない 

・保育園のイベントが地域で異なっているので統一して欲しい 

・希望の保育園に入れず、学区外の保育園や兄弟姉妹で違う保育園に通っている人も多

い 

・保育園に入れるか不安（産後や休職中） 

・未就園児の保育園入所が特に困難 

・働きたくても保育園に預けられず働けない 

・保育園の途中入園が困難 

解
決
策 

・保育園、幼稚園、認定こども園の数を増やす 

・幼稚園の充実 

・人口分布調査（市内の地域ごと）→新幼稚園、新保育園の増設 

・私立の認可保育園を増やす 

・認定こども園を増やす 

・保育、教育の特色をつける 

・育休退園した人へ優遇措置 

・育休中も退園しなくていいようにする 

・保育士さんの待遇を良くする（給料アップなど） 

・市外の幼稚園に通う人への保育料の補助 
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子育て支援センター 

課
題 

・子育て支援センターの行事の時間をずらせないのか？ 

・子育て支援センターが行きにくい ①駐車場がない ②狭小な部屋等 

・土日に遊べる子育て支援センターを作って欲しい 

解
決
策 

・子育て支援センターを順番に平日休むなどして、週末利用できる施設を作る 

・土日に使用できる施設を作る 

・週末に利用できる子育て支援センターのような施設を作る 

公共以外の集まれる場所 

課
題 

・「子ども食堂」が少ない。あっても行きにくい。もっと自発的な地域活動の支援をし

て欲しい 

・気軽に出かける所（子育てサロンなど）が少ない。あっても市が情報提供に協力的

ではないためたどりつけない 

・親子で気軽に食事ができる場所が欲しい 

・未就園児と保育園児が、小学生と一緒に遊べるような施設があるといい 

・ふれあい動物園みたいなミニ動物園があるといい 

解
決
策 

・子育てサロン、サークルの情報は子の健診時にできるだけたくさん欲しい（公、民

関係なく）（フォーマル、インフォーマル） 

・施設の充実 

・福祉会館一階の遊具を増やし、食堂を開けて欲しい。または電子レンジが欲しい 

・市民センターも子育て施設として活用する（飲食ブース、遊具の設置） 

 

ママ・パパ・地域の人の交流 

課
題 

・地域の異なる年代の人がふれあいながら子育てできる場所が欲しい 

・男性（パパ、地域の人）がもっと子育てに関わる環境が欲しい 

解
決
策 

・年配の方など、子育ての先輩とふれあう交流会 

・ママ・パパが一緒に受ける教室。パパも一緒に説明を受ける 

障がいのある児童のサポート 

課
題 

・障がい児童教育、サービスの内容と質 

解
決
策 

・未満児（~３歳）も含め、訪問支援サービスの開始（特に乳幼児） 

・教育機関での研修増加 → 民間サービスの利用 
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４ 現状・課題のまとめと今後の方向性                

アンケート調査結果、ならびに子育て支援者へのグループヒアリングや住民参加のワー

クショップ等の市民の意見を踏まえ、本市の主な課題について整理しました。 

 

（１）教育・保育環境の充実 

 

現状と課題 

子ども・子育て支援法では、教育・保育の向上が、目的の一つとされています。その

ため、保育園、認定こども園、放課後児童クラブ等を充実し、より安定的な教育・保育

基盤を整備することが求められています。 

子育てワークショップでは、西枇杷島地区を中心とした人口急増による保育園の不足、

兄弟姉妹で異なる保育園に通っている等の課題が指摘されていました。また、ニーズ調

査の結果では、公立幼稚園や認定こども園について、現状の利用割合に対し、今後の利

用希望のニーズが高いことから、教育ニーズへの対応も大きな課題といえます。 

さらには、本市の出生率は 11.0（平成 30 年次）と県内でも高く推移していることか

ら、更なる教育・保育基盤整備の充実を図る必要があります。 

 

 

（２）子育て支援体制の充実 

 

現状と課題 

子育て環境についてのアンケート結果では、多くの家庭で日常的に祖父母等の親族に

みてもらえる、又は緊急時や用事の際には支援が受けられる環境にありますが、お子さ

んを見てもらえる親族・知人はいないという回答も就学前児童及び小学生児童の家庭で

約 1 割程度みられました。このような結果を踏まえ、すべての子育て家庭で安心して子

育てができるよう、子育てに関する相談や様々な支援体制づくりを進めていく必要があ

ります。 

本市には、地域で活動する子育て支援の団体があり、子育て支援体制の充実には欠か

せない存在となっています。今後も活動がスムーズにできるように、団体が抱える課題

を行政と連携して一緒に解決していくことも必要となります。 

また、子育てワークショップでは、子育て支援センターは「安心して遊べる場所」、

「母親同士の交流の場所」として高く評価されていましたが、新たなニーズとして土日

の利用希望があり、今後さらなる充実を図る上での課題といえます。 

また、本市の総合相談窓口として、妊娠・出産期から子育て期にわたる相談や支援を

ワンストップで行なう「子育て世代包括支援センター」が開設されており、安心して子

育てをしていただくため、子育て世代包括支援センターの認知度向上と利用の促進を図

る必要があります。 
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■親族、知人の子育て支援の有無 
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20
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80

就学前児童（N=1,018） 小学生児童（N=484）(%)
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（３）仕事と子育ての両立の支援 

 

現状と課題 

社会経済状況等の変化により、共働きの家庭が増加しており、保護者が男女を問うこ

となく子育てに向き合い、それを支援する職場づくりが求められます。 

母親に対するニーズ調査では、現状では、母親が何らかの就労をしている人は、就学

前の保護者、小学生の保護者ともに６割を超えています。今後の意向として、パート・

アルバイトで就労している母親のフルタイムへの転職希望は、就学前の保護者、小学生

の保護者とも 3 割を超えています。また、現在就労されていない母親で「すぐにでも、

もしくは 1 年以内の就労を希望している」人は、就学前の保護者で約 2 割、小学生の保

護者で 3 割となっています。このようにパート・アルバイトの方のフルタイム希望や現

在就労していない方の就労意向等、潜在的な就労ニーズがうかがえるため、さらなる保

育の充実が仕事と子育ての両立の支援には不可欠であるといえます。 

ニーズ調査で、就労している母親が育児休業を取得していない理由についてお聞きし

たところ、「子育てや家事に専念するために退職した」が最も多いものの「職場に育児

休業の制度がなかった（就業規則に定めがなかった）」「職場に育児休業を取りにくい

雰囲気があった」等の理由により取得できていない現状があり、制度の周知や企業と連

携した仕事と子育ての両立が可能な環境づくりを推進していく必要があります。 

 

■母親の就労状況 

 

 

 

 

 

 

  

21.5 

26.4 

13.6 

1.7 

27.1 

47.1 

1.9 

1.0 

35.2 

21.3 

0.4 

0.4 

0.4 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=1,018）

小学生児童

（N=484）

フルタイム（1週5日程度・1日8時間程度）で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイム（1週5日程度・1日8時間程度）で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外）で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外）で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答
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■母親のフルタイムへの転換希望 

 

 

 

 

 

 

■現在就労していない母親の就労意向 

 

 

 

 

 

■育児休業を取得していない理由 

 

 

 

  

9.2 

6.0 

30.2 

26.6 

51.9 

63.1 

3.7 

2.1 
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2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童（N=295）

小学生児童（N=233）

フルタイム（1週5日程度・1日8時間程度の就労）への転換希望があり、実現できる見込みがある

フルタイムへの転換希望はあるが、実現できる見込みはない

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外）の就労を続けることを希望

パート・アルバイト等をやめて子育てや家事に専念したい

無回答

12.7 

26.7 

60.8 

40.0 

25.1 

31.4 

1.4 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=362）

小学生児童

（N=105）

子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）

１年より先、一番下の子どもが□歳になったころに就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

無回答
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（４）子どもの貧困対策 

 

現状と課題 

平成 28 年の国民生活基礎調査では、子どもの貧困率は、平成 27 年時点で 13.9％と

なっており、およそ７人に１人が平均的な所得の世帯の半分に満たない所得レベルで生

活しなければならない状態である「相対的な貧困」状態にあると言われています。 

こうした子どもの貧困問題への対応をするため、国においては、「子どもの貧困対策

の推進に関する法律」が平成 26 年 1 月に施行されたことを受け、子どもの貧困対策が

総合的に実施されています。また、令和元年には、「改正子どもの貧困対策の推進に関

する法律」が施行され、子どもの現在から将来にわたる子どもの貧困対策の総合的な推

進が進められています。 

愛知県が平成 28 年に小中学生保護者に実施した「愛知子ども調査」では、現在の暮

らし向き・生活状況について、〝苦しい“（大変苦しい＋やや苦しい）と回答した割合は

小学校１年生、小学校５年生が約 30％、中学校２年生が約 34％と約３割が苦しいと回

答しています。また、食料・衣料が買えなかった経験の有無は、食料が約 9～10％、衣

料が約 16～18％となっています。 

こうした意見や子どもの貧困の現状を踏まえ、今後の貧困家庭に対する支援策は本市

の検討課題であると考えられます。 

本市においては、すべての子育て家庭に対して子育て情報の発信や「子育て世代包括

支援センター」の母子保健コーディネーター・子育てコンシェルジュや家庭相談員、母

子・父子自立支援員による相談を実施していますが、今後は、家庭を取り巻く地域や社

会全体が連携して貧困対策に取り組んでいく必要があります。 

 

■子どもの貧困（愛知県調査） 

・暮らし向きについて 
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24.0 

26.4 

53.6 

52.9 

49.3 

14.7 

14.3 

13.7 

1.7 

1.5 

1.7 
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1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小１保護者

小５保護者

中２保護者

大変苦しい やや苦しい 普通 ややゆとりがある 大変ゆとりがある 無回答
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みんなが担い手 みんなで子育てのまち 
～明日を創る子ども達と共に きよす～ 

■第３章 計画の基本理念と基本目標■ 

 

１ 計画の基本理念                         

 

子どもや子育てを取り巻く状況として、平成 27 年から出生数が増加しており、現在もそ

の傾向は変わりません。また、出生数増加に伴い、幼稚園や保育園等の施設が不足している

というご意見がアンケートやワークショップ等でも多く寄せられており、子育て環境の充実

が喫緊の課題となっています。 

こうした現状を踏まえて、子育てしやすい環境づくりを目指して、教育・保育施設の整備

に取り組むとともに、子どもが健やかに成長できるよう、家庭や地域、学校、保育園、幼稚

園等が子どもの視点に立ち、子どもたちの権利が十分尊重される子育て社会を構築して行く

必要があります。また、父親や母親及びこれから子どもを生み育てる次代の親たちが、子育

ての意義についての理解を深めることによって、子育てに対する喜びを実感することができ

るまちづくりを推進していく必要があります。さらには、子どもの貧困の解消のため地域と

のつながりを作りながら、子どもの心身共に健やかに育成する取組みを進めて行く必要があ

ります。 

本市においては、『みんなが担い手 みんなで子育てのまち～明日を創る子ども達と共に 

きよす～』を掲げ、親、地域、行政の支え合いのなかで「子どもの最善の利益」が実現され

る社会を目指して、子育て支援施策を推進してきました。 

第一期に定めた基本理念は、現在においても市民の取り組むべき責務であり、変わらない

目標でもあります。そのため、第一期計画の基本理念を継承し、第二期計画の基本理念とし

て定め、本計画を推進していきます。 
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穏やかな妊娠期から出産、乳幼児期の母と子

の健康を守る 

 

育児のための相談事業の充実と親支援へ

の取組みの実施 
 

教育・保育機能・施設の充実と子育て世代

の社会参加のための支援 
 

様々な支援体制の構築と安全安心なまちづ

くり 

 

子どもの貧困対策・ひとり親への支援 
 

２ 計画の基本目標                          
 

本計画の策定にあたっては、「子どもの幸せや利益を最大限に尊重し、子どもの育ちを第一

に考えること」を念頭におきます。第一期計画の基本目標を継承し、さらに、子どもの貧困

対策の推進に向け新たに目標を一つ加え、以下の５つを基本目標として設定し推進していき

ます。 

 

○基本目標１ 

 

 

 

 

 
 

○基本目標２ 

 

 

 

 

 
 

○基本目標３ 

 

 

 

 

 
 

○基本目標４ 

 

 

 

 

 
 
○基本目標５ 
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３ 施策体系                            

  

 基本目標 主要施策 

み
ん
な
が
担
い
手 

み
ん
な
で
子
育
て
の
ま
ち 

～
明
日
を
創
る
子
ど
も
達
と
共
に 

き
よ
す
～ 

（１） 

穏やかな妊娠期から出産、

乳幼児期の母と子の健康

を守る 

 

1-1 安心して妊娠・出産ができるための支援 

1-2 乳幼児の健やかな成長支援 

 

（２） 

育児のための相談事業の

充実と親支援への取組み

の実施 

 

2-１ 地域における子育て支援サービスや相談体制の 

充実 

2-２ 子育て交流・地域コミュニティーづくり 

 

（３） 

教育・保育機能・施設の充

実と子育て世代の社会参

加のための支援 

 

3-1 心豊かで創造性を育む教育の推進 

3-2 子育て世代の社会参加の支援 

3-3 子育て支援サービスの充実 

 

（４） 

様々な支援体制の構築と

安全安心なまちづくり 

 

4-1 児童虐待への対応 

4-2 障がいのある児童の育成環境の充実 

4-3 子どもを守る取組みの推進 

 

（５） 

子どもの貧困対策・ひとり

親の支援 

 

5-1 生活支援の充実  

5-2 ひとり親への支援 

5-3 子育て家庭への経済的支援 
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■第４章 子ども・子育て支援事業計画■ 

 

１ 教育・保育提供区域の設定               

子ども・子育て支援法では、子ども・子育て支援事業計画の策定にあたり、教育・保育及

び地域子ども・子育て支援事業を提供する区域を定め、当該区域ごとに「量の見込み」や「確

保方策」を定めることとしています。第二期となる本計画においては、これまでの施設利用

の環境をできる限り変えることなく体制づくりを進めていくため、第一期計画と同様に以下

の教育・保育提供区域とします。  
 

■教育・保育及び子育て支援事業の提供区域の設定 

事業 提供区域と考え方 

教育・保育施設 

認定こども園 

幼稚園 

保育園 

市内全域 
保護者が比較的負担感なく

送迎でき、保護者や子どもが

利用しやすい。既存施設を効

率的に活用でき、需給調整が

しやすいため、「市内全域」

とする 
地域型保育事業 

小規模保育 

家庭的保育 

居宅訪問型保育 

事業所内保育 

市内全域 

時間外保育事業（延長保育） 市内全域 
教育・保育施設での利用とな

るため、「市内全域」とする 

放課後児童健全育成事業 

（放課後児童クラブ） 
小学校区 

当該事業の基本となってい

る「小学校区」とする 

子育て短期支援事業 市内全域 
利用実態や供給体制を踏ま

え、「市内全域」とする 

一時預かり事業 
市内全域 

教育・保育施設での利用とな

るため、「市内全域」とする 

病児・病後児保育事業 市内全域 
利用実態や供給体制を踏ま

え、「市内全域」とする 

ファミリー・サポート・センター事業 市内全域 
利用実態や供給体制を踏ま

え、「市内全域」とする 

利用者支援事業 市内全域 
利用実態や供給体制を踏ま

え、「市内全域」とする 
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２ 各年度における教育・保育の量の見込み、提供体制の確保の内容、 

実施時期について 
 
２－１. 新制度においての「認定」と「給付」について 

 

子ども・子育て支援新制度では、市が保護者の申請を受け、客観的な基準に基づき、保育

の必要性を認定した上で、給付を開始する仕組みです。 

保育の必要性の認定に当たっては、①「事由」（保護者の就労、疾病など）、②「区分」（保

育標準時間、保育短時間の２区分。保育必要量）について、設定されます。 

 

■認定区分と提供施設 

①子どものための教育・保育給付 

認定区分 提供施設 

１号 満３歳－５歳、幼児期の学校教育のみ 幼稚園、認定こども園 

２号 満３歳－５歳、保育の必要性あり  保育園、認定こども園 

３号 ０歳－２歳、保育の必要性あり  保育園、認定こども園、地域型保育事業 

 

②子育てのための施設等利用給付（保育必要量の認定なし） 

認定区分 提供施設 

新１号 満３歳－５歳、学校教育 幼稚園（未移行）、特別支援学校等 

新２号 
３歳（年少児）－５歳、保育の必要

性あり  

認定こども園、幼稚園（未移行）、特別支援

学校の預かり保育、認可外保育施設、一時

預かり事業、ファミリー・サポート・セン

ター事業 
新３号 

０歳－２歳、保育の必要性あり、市

町村民税非課税世帯  
 
 

子ども・子育て支援法の一部改正により、都道府県が認可する認定こども園、幼稚園、保

育園を通じた共通の給付である「施設型給付」、市町村が認可する小規模保育等への給付であ

る「地域型保育給付」に加え、「子育てのための施設等利用給付」が創設され、子育てを行う

家庭の経済的負担の軽減を図られることとなります。 
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＜子ども・子育て支援新制度の概要＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
（市町村主体） 

■施設等利用費 

・幼稚園＜未移行＞ 

・特別支援学校 

・預かり保育事業 

・認可外保育施設等 

・認可外保育施設 

・一時預かり事業 

・病児保育事業 

・子育て援助活動支援事業 

（ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業） 

子ども・子育て支援給付 その他の子ども及び養育している者に 

必要な支援 

子育てのための施設等利用給付 
 

 
（国主体） 

・企業主導型保育事業 
 

事業所内保育を主軸とした企業主導型

の多様な就労形態に対応した保育サー

ビスの拡大を支援（整備費、運営費の

助成） 
  

・企業主導型ベビーシッター利用者支援

事業 
 

繁忙期の残業や夜勤等の多様な働き方

をしている労働者が、低廉な価格でベ

ビーシッター派遣サービスを利用でき

るよう支援 

仕事・子育て両立支援事業 

 

 
           （市町村主体） 

・利用者支援事業  

・地域子育て支援拠点事業  

・一時預かり事業  

・乳児家庭全戸訪問事業  

・養育支援訪問事業等  

・子育て短期支援事業 

・子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・センター事業） 

・延長保育事業  

・病児保育事業  

・放課後児童クラブ  

・妊婦健診  

・実費徴収に係る補足給付を行う事業  

・多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

地域子ども・子育て支援事業 
 

 
（市町村主体） 

■施設型給付費 

・認定こども園（０～５歳） 

幼保連携型 

幼稚園型、保育所型、地方裁量型 

・幼稚園（３～５歳） 

・保育所（０～５歳） 

※私立保育所については、現行どおり、市町

村が保育所に委託費を支払い、利用者負担

の徴収も市町村が行うものとする 

 

■地域型保育給付費 

・小規模保育 

・家庭的保育 

・居宅訪問型保育 

・事業所内保育 

子ども・子育てのための教育・保育給付 
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２－２. 教育・保育の提供体制の確保の内容およびその実施時期 

 

■認定区分と提供施設 

区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 

対象となる子ども 

３歳以上 ３歳以上 ３歳未満 

保育の必要性な

し（幼児期の学

校教育のみ） 

保育の必要性

あり（教育のニ

ーズあり） 

保育の必要性

あり（教育のニ

ーズなし） 

保育の必要性

あり 

利
用
可
能
施
設 

認定こども園 ○ ○ ○ ○ 

幼稚園 ○ ○   

保育園   ○ ○ 

地域型保育事業    ○ 

 

■清須市の教育・保育施設数（令和元年 10月現在） 

区分 実施か所 令和元年度実績 定員 

幼稚園  １か所 183 人 210 人 

保育園 13 か所 1,659 人 1,870 人 

認定こども園 １か所 101 人 120 人 

小規模保育 2 か所 34 人 35 人 

その他（認可外保育施設、 

企業主導型保育施設等） 
6 か所 76 人 79 人 

 （※その他の実績、定員については、企業主導型のみの数値） 
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２－３. 教育・保育施設の整備計画 

 

 保育園・幼稚園の適正配置を推進するため、西枇杷島地区に幼保連携型認定こども園を誘

致し、令和３年度開園を目指していきます。 

  

①1 号認定・２号認定（教育ニーズあり） 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニ
ー
ズ
量 

１号認定 729 人 751 人 788 人 788 人 788 人 

２号認定（教育

のニーズあり） 
66 人 68 人 71 人 71 人 71 人 

ニーズ量合計 795 人 819 人 859 人 859 人 859 人 

提
供
量(

確
保
方
策) 

公立幼稚園 220 人 220 人 220 人 220 人 220 人 

認定こども園 105 人 120 人 120 人 120 人 120 人 

その他市町の

幼稚園 
545 人 545 人 545 人 545 人 545 人 

提供量合計 870 人 885 人 885 人 885 人 885 人 

過不足分 

(提供量-ニーズ量) 
75 人 66 人 26 人 26 人 26 人 

 

【提供体制の考え方】 

本市には公立の幼稚園が１園あり、私立の幼稚園はありません。 

認定こども園については、令和 2 年度から一場保育園を「ゆうあい子ども園」に移行し、

令和 3 年度には新たに西枇杷島地区に認定こども園を誘致し、特色のある教育環境の導入と

適切な事業量確保に取り組んでいます。 

現在、広域幼稚園利用にて、約 500 人の広域幼稚園利用者がいます。 
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②２号（教育ニーズなし）・３号認定 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニ
ー
ズ
量 

２号認定 1,268 人 1,304 人 1,364 人 1,364 人 1,364 人 

３
号 

０歳 104 人 114 人 126 人 126 人 126 人 

１・２歳 556 人 588 人 614 人 614 人  614 人 

ニーズ量合計 1,928 人 2,006 人 2,104 人 2,104 人 2,104 人 

提
供
量(

確
保
方
策)  

ゆめのもりこどもえん 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

ゆうあいこども園 120 人 120 人 120 人 120 人 120 人 

新設こども園 - 90 人（予定) 90 人（予定) 90 人（予定) 90 人（予定) 

西枇杷島保育園 150 人 150 人 150 人 150 人 150 人 

芳野保育園 140 人 140 人 140 人 140 人 140 人 

本町保育園 120 人 120 人 120 人 120 人 120 人 

花水木保育園 280 人 280 人 280 人 280 人 280 人 

新清洲保育園 100 人 100 人 100 人 100 人 100 人 

朝日保育園 120 人 120 人 120 人 120 人 120 人 

須ケ口保育園 180 人 180 人 180 人 180 人 180 人 

土器野保育園 120 人 120 人 120 人 120 人 120 人 

桃栄保育園 150 人 150 人 150 人 150 人 150 人 

星の宮保育園 160 人 160 人 160 人 160 人 160 人 

中之切保育園 100 人 100 人 100 人 100 人 100 人 

ネギヤ保育園 160 人 160 人 160 人 160 人 160 人 

小規模保育 35 人 35 人 73 人 73 人 73 人 

その他 95 人 95 人 95 人 95 人 95 人 

提供量合計 2,060 人 2,150 人 2,188 人 2,188 人 2,188 人 

過不足分 

(提供量-ニーズ量) 
132 人 144 人 84 人 84 人 84 人 

 

【提供体制の考え方】 

本市には、公立保育園が 12 園あり、私立の幼保連携型認定こども園については、平成 28

年度に「ゆめのもりこどもえん」、令和 2 年度には「ゆうあい子ども園」を開園しております。

また、小規模保育事業については、平成 31 年度時点で 2 園あります。今後の保育ニーズ量

の増加に対応するため、令和 3 年度には西枇杷島地区に幼保連携型認定こども園、令和 4 年

度には小規模保育事業の公募をするなど、適切な事業量確保に取り組んでいきます。  
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２－４. 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みならびに実施しようと

する事業の提供体制の確保の内容およびその実施時期に関する

事項 

 

（１）地域子ども・子育て支援事業の種類 

 

地域子ども・子育て支援事業は、市町村が地域の子ども・子育て家庭の実情に応じて実施

する事業です。地域子ども・子育て支援事業は、子ども・子育て支援法で 13 事業が定めら

れており、その 13 事業は交付金の対象となります。 

 

【地域子ども・子育て支援事業】 

① 延長保育事業 

② 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

③ 子育て短期支援事業 

④ 地域子育て支援拠点事業 

⑤ 一時預かり事業 

⑥ 病児・病後児保育事業 

⑦ ファミリー・サポート・センター事業 

⑧ 妊産婦健診事業 

⑨ 乳児家庭全戸訪問事業 

⑩ 養育支援訪問事業 

⑪ 利用者支援事業 

⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

⑬ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 
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（２）実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保

の内容及びその実施時期 

 

 

■清須市における実施事業一覧（令和元年度時点） 

区分 実施箇所数 平成 30 年度実績 定員 

①延長保育事業 14 か所 435 人 - 

②放課後児童 

健全育成事業 

低学年 15 か所 512 人 
540 人 

高学年 15 か所 72 人 

③子育て短期支援事業 4 か所 － － 

④地域子育て支援拠点事業 13 か所 68,752 人 － 

⑤一時預かり事業 

（認定子ども園を

含む） 

幼稚園の預

かり事業 
幼稚園 ２か所 996 人 － 

その他の 

一時預かり

（未就学児） 

保育園 ４か所 

2,156 人 12 人／日 小規模 1 か所 

- 

⑥病児・病後児保育事業 
病児  １か所 

病児病後児 １か所 
444 人 6 人／日 

⑦ファミリー・サポート・センター

事業 
１か所 1,312 人 － 

⑧妊産婦健診事業  674 人 － 

⑨乳児家庭全戸訪問事業  755 人 － 

⑩養育支援訪問事業  430 人 － 

⑪利用者支援事業 ２か所 - － 

※ 前頁の ⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 ⑬ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための

事業については、今後市内でのニーズを見極め、必要に応じて実施を検討します。 
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①延長保育事業 

保育認定を受けた子どもについて、認可保育所や認定こども園等で、通常の保育時間を越

えて延長して保育を実施する事業です。本市では、保護者の就労時間などに応じて、延長保

育を実施しています。 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 470 人 465 人 459 人 454 人 449 人 

提供量(確保方策) 470 人 465 人 459 人 454 人 449 人 

単位：利用者数 

【提供体制の考え方】 

市内保育園ではすべての園で実施しており、既存の体制でニーズを確保できる見込みです。 

 

 

②放課後児童健全育成事業 

主に日中保護者が家庭にいない小学生児童に対して、授業の終了後に適切な遊びや生活の

場を与えて、児童の健全な育成を図る保育事業です。 

ニーズ量 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

１年 150 人 163 人 170 人 160 人 166 人 

２年 167 人 149 人 162 人 165 人 157 人 

３年 156 人 164 人 147 人 157 人 162 人 

1～3 年 473 人 476 人 479 人 482 人 485 人 

４年 19 人 18 人 19 人 17 人 19 人 

５年 19 人 18 人 18 人 19 人 17 人 

６年 17 人 19 人 18 人 18 人 18 人 

4～6 年 55 人 55 人 55 人 54 人 54 人 

提供量 540 人 540 人 540 人 540 人 540 人 

過不足(提供量-ニーズ量) 12 人 9 人 6 人 4 人 1 人 

単位：利用者数 

【提供体制の考え方】 

令和 2 年度には西枇杷島児童館を西枇杷島児童センターにするなど、適切な事業量確保に

取り組んでいきます。 

また、放課後子ども総合プランの趣旨に沿った事業展開を図っていくため、放課後子ども

教室との連携を深めていきます。 

  

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BF%9D%E8%AD%B7%E8%80%85
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%90%E7%AB%A5
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■小学校ごとのニーズ量と提供量 

 

１.西枇杷島小学校区 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 
1～3 年 70 人 71 人 71 人 71 人 72 人 

4～6 年 8 人 8 人 8 人 8 人 8 人 

提供量 

(確保方策) 

西枇杷島クラブ 40 人 40 人 40 人 40 人 40 人 

なかよしクラブ 40 人 40 人 40 人 40 人 40 人 

過不足(提供量-ニーズ量) 2 人 1 人 1 人 1 人 0 人 

                                                          単位：利用者数 

 

２.古城小学校区 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 
1～3 年 53 人 53 人 53 人 54 人 54 人 

4～6 年 6 人 6 人 6 人 6 人 6 人 

提供量 

(確保方策) 

小田井児童クラブ 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

あそびクラブ 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

過不足(提供量-ニーズ量) 1 人 1 人 1 人 0 人 0 人 

                                                          単位：利用者数 

 

３.清洲小学校区 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 
1～3 年 113 人 114 人 116 人 115 人 116 人 

4～6 年 14 人 14 人 14 人 13 人 13 人 

提供量 

(確保方策) 

清洲児童クラブ 40 人 40 人 40 人 40 人 40 人 

げんきっこクラブ 40 人 40 人 40 人 40 人 40 人 

にこにこクラブ 50 人 50 人 50 人 50 人 50 人 

過不足(提供量-ニーズ量) 3 人 2 人 0 人 2 人 1 人 

                                                          単位：利用者数 
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４.清洲東小学校区 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 
1～3 年 53 人 53 人 53 人 54 人 54 人 

4～6 年 6 人 6 人 6 人 6 人 6 人 

提供量 

(確保方策) 

東げんきっこク

ラブ 
30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

東にこにこクラ

ブ 
30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

過不足(提供量-ニーズ量) 1 人 1 人 1 人 0 人 0 人 

                                                          単位：利用者数 

 

５.新川小学校区 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 
1～3 年 70 人 71 人 71 人 71 人 72 人 

4～6 年 8 人 8 人 8 人 8 人 8 人 

提供量 

(確保方策) 

新川児童クラブ 40 人 40 人 40 人 40 人 40 人 

わくわくクラブ 40 人 40 人 40 人 40 人 40 人 

過不足(提供量-ニーズ量) 2 人 1 人 1 人 1 人 0 人 

                                                          単位：利用者数 

 

６.星の宮小学校区  

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 
1～3 年 35 人 35 人 35 人 36 人 36 人 

4～6 年 4 人 4 人 4 人 4 人 4 人 

提供量 

(確保方策) 

星の宮児童クラ

ブ 
40 人 40 人 40 人 40 人 40 人 

過不足(提供量-ニーズ量) 1 人 1 人 1 人 0 人 0 人 

                                                          単位：利用者数 
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７.桃栄小学校区 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 
1～3 年 26 人 26 人 27 人 27 人 27 人 

4～6 年 3 人 3 人 3 人 3 人 3 人 

提供量 

(確保方策) 
桃栄児童クラブ 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

過不足(提供量-ニーズ量) 1 人 1 人 0 人 0 人 0 人 

単位：利用者数 

 

 ８.春日小学校区 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 
1～3 年 53 人 53 人 53 人 54 人 54 人 

4～6 年 6 人 6 人 6 人 6 人 6 人 

提供量 

(確保方策) 

春日児童クラブ 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

すくすくクラブ 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

過不足(提供量-ニーズ量) 1 人 1 人 1 人 0 人 0 人 

単位：利用者数 

 

③子育て短期支援事業（ショートステイ）※ 

保護者の疾病や育児疲れ、恒常的な残業などの場合における児童養護施設等での一時預か

り事業です。 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量（年間） 14 人 14 人 14 人 14 人 14 人 

提供量(確保方策) 14 人 14 人 14 人 14 人 14 人 

                                   単位：年度当たり延べ利用者数 

※ショートステイ（宿泊を伴う一時預かり）のみの目標事業量です。夜間の一時預かり（トワイライトステイ）

の事業量の見込みについては、「⑤一時預かり事業」の「上記以外の一時預かり（未就学児）」に含まれます。 

 

【提供体制の考え方】 

令和元年度より４事業所と契約しています。利用実績はないものの、希望者には事業を案

内し、契約施設と調整する等利用を支援していきます。 
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④地域子育て支援拠点事業 

地域子育て支援拠点事業は、子育て支援センター・児童館やたんぽぽ園で、子育て中の親

子の交流・育児相談等の基本事業を実施するもので、現在、清須市内には子育て支援拠点が

13 施設あります。 

子育て支援センターはそれぞれ保育園に併設し、０～３歳児が主に利用しており、また児

童館においては、子どもの遊び場を提供しています。 

子育て支援センターならびに児童館にて子育てに関するイベントや講習などを行うことで、

親子の交流が生まれる機会の提供や保護者同士が情報交換できる場所としての役割を果たし

ています。 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量（年間） 69,928 人 68,879 人 67,850 人 66,801 人 65,772 人 

提供量(確保方策) 69,928 人 68,879 人 67,850 人 66,801 人 65,772 人 

箇所数 13 か所 13 か所 13 か所 13 か所 13 か所 

単位：年度当たり延べ利用回数 

【提供体制の考え方】 

①交流の場の提供・交流の促進、②子育てに関する相談・援助、③地域の子育て関連情報

の提供、④子育てや子育て支援に関する講習等があります。利用希望等を勘案し、適切な目

標事業量を設定していきます。また、地域子育て支援拠点における相談支援機能を強化し、

子育てケアマネジメントを実施します。 

 

⑤一時預かり事業※ 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児または幼児について、主に昼

間に保育園やその他の場所において、一時的に預かる事業です。 

【幼稚園の預かり保育】 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 

（年間） 

１号認定による利用 960 人 952 人 944 人 936 人 929 人 

２号認定による利用 － － － － － 

提供量(確保方策) 960 人 952 人 944 人 936 人 929 人 

過不足(提供量-ニーズ量) 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

単位：年度当たり延べ利用者数 
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【その他の一時預かり】 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量（年間） 2,223 人 2,196 人 2,169 人 2,142 人 2,116 人 

提 供 量

(確保方策) 

一時預かり事業 2,880 人 2,880 人 2,880 人 2,880 人 2,880 人 

ファミリー・サポート・センター

（病児・病後児を除く） 
640 人 640 人 640 人 640 人 640 人 

子育て短期支援事業 

（ショートステイ） 
14 人 14 人 14 人 14 人 14 人 

過不足(提供量-ニーズ量) 1,311 人 1,338 人 1,365 人 1,392 人 1,418 人 
 

単位：年度当たり延べ利用者数 
 

※「幼稚園の預かり保育」は、幼稚園における預かり保育の目標事業量、「その他の一時預かり（未就学児）」に

ついては、一時預かり、子育て短期支援事業（ショートステイ）、ファミリー・サポート・センターを含めた目

標事業量となります。 

 

【提供体制の考え方】 

引き続き保護者が一時預かり保育を必要としている時に対応できるよう体制を構築してい

きます。また、幼稚園以外にも多様な主体が一時預かりの担い手となれるよう、事業の必要

性を見極めながらサービスの周知、啓発を行います。 

 

⑥病児・病後児保育事業 

 

児童が発熱や風邪等の病気となった場合、病院や保育園等に付設された専用スペース等に

おいて看護師等が一時的に保育する事業です。 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量（年間） 453 人 448 人 442 人 437 人 432 人 

提供量(確保方策) 453 人 448 人 442 人 437 人 432 人 

単位：年度当たり延べ利用者数 

【提供体制の考え方】 

本市では病児・病後児保育事業を医療施設にて、病後児保育事業を公立保育園（1 園）に

て実施しています。ニーズ調査による利用希望量を勘案して、適切な目標事業量を設定して

いきます。 
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⑦ファミリー・サポート・センター事業（就学児のみ）※ 

育児の援助を行いたい人（提供会員）と育児の援助を受けたい人（依頼会員）を会員とし

て組織化し、会員同士が育児に関する相互援助を行うことにより、子育て支援の輪を作り、

子どもを安心して生み育てることのできる環境づくりを進めます。 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量（年間） 966 人 966 人 966 人 966 人 966 人 

提供量(確保方策) 966 人 966 人 966 人 966 人 966 人 

単位：年度当たり延べ利用者数 

※就学児の利用分のみの目標事業量です。未就学児の一時預かりの事業量の見込みは「⑤一時預かり事業」の「上

記以外の一時預かり（未就学児）」に含まれます。 

 

【提供体制の考え方】 

本市において、相互援助活動の例として、子どもの預かり、習い事や塾などへの送迎など

があります。 

提供会員の拡大を目指すとともに、様々な預かりニーズに対応するため、研修の充実によ

る提供会員の個人のスキル向上を図ります。 

 

 

⑧妊産婦健診事業 

妊産婦の健康を守るため、妊娠産後期に妊産婦健康診査を実施します。 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 797 人 796 人 796 人 797 人 800 人 

提供量(確保方策) 797 人 796 人 796 人 797 人 800 人 

単位：年度当たり対象者数 

【提供体制の考え方】 

母子健康手帳とともに妊産婦・乳児健康診査受診票を交付し、妊産婦・乳児健康診査費用

の一部を助成しています。その他にも妊娠中の過ごし方や、市の子育てに役立つ情報につい

ての冊子を配付するほか、妊娠中の講座（パパママ教室）の案内を通じ、安心して妊娠産後

期を過ごし、育児ができるよう支援します。 
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⑨乳児家庭全戸訪問事業 

生後 4 か月までの乳児がいる全家庭を、母子保健推進員、保健師が訪問し、子育て支援に

関する情報提供を行うとともに、乳児及びその保護者の心身の状況ならびに養育環境の把握

を行い、支援が必要な家庭に対して適切なサービス提供に結びつける事業です。 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 723 人 722 人 722 人 723 人 726 人 

提供量(確保方策) 723 人 722 人 722 人 723 人 726 人 

単位：年度当たり対象者数 

【提供体制の考え方】 

少子化、核家族化により孤立する家庭の減少、虐待などのハイリスクの早期発見、早期対

応など、安心して子育てができるよう必要な支援を行うために、引き続き全戸訪問を実施し

ています。 

 

 

⑩養育支援訪問事業 

 

養育支援が特に必要な家庭を訪問し、保護者の育児、家事等の養育能力を向上させるため

の支援（相談支援・育児援助・家事援助等）を行う事業です。 

                                       

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 455 人 455 人 455 人 455 人 455 人 

提供量(確保方策) 455 人 455 人 455 人 455 人 455 人 

単位：年度当たり延べ訪問回数 

【提供体制の考え方】 

育児不安が強い、家庭での養育が困難などの家庭を把握し、家庭相談員や保健師など関係

機関が連携し訪問を行い不安の軽減を図ります。支援を必要とする保護者は家事援助などの

利用に繋げ、安心して育児が行えるよう努めます。 
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⑪利用者支援事業 

一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる地域社会の実現に寄与するため、子

ども及びその保護者等、または妊娠している方がその選択に基づき、地域の子育て支援事業

等を円滑に利用できるよう、必要な支援を行うことを目的とします。 

子ども、またはその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情

報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事

業です。 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニーズ量 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 

提供量(確保方策) 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 

単位：実施か所数 

【提供体制の考え方】 

平成 30 年度に子育て世代包括支援センターを開設しました。子育て支援課に子育てコン

シェルジュ（保育士）と健康推進課に母子保健コーディネーター（保健師・助産師）を配置

し、妊娠前から、出産・子育て期にわたる相談や支援を今後も実施していきます。 

 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保育料は、国が定める公定価格を基に、自治体が利用者負担額を設定しますが、それ以外

に実費徴収（副食費、教材費、行事参加費等）を行う場合があります。 

実費徴収があった場合、低所得者の負担軽減を図るため、必要に応じて実費負担の部分に

ついて給付を実施する事業です。 

 

【提供体制の考え方】 

幼稚園（未移行）における低所得者世帯等の子どもの副食費に対する補足給付は実施して

おり、教材費等の補足給付については、国の動向に応じ、を検討します。 

    
⑬多様な主体が本事業に参入する事を促進するための事業 

 子育て安心プラン実施計画による保育の受け皿拡大や子ども・子育て支援新制度の円滑な

施行のために、多様な事業者を活用しながら、保育園、認定こども園、小規模保育などの設

置を促進していく事業です。 

 

【提供体制の考え方】 

 地域の保育提供量に偏りがないよう、必要に応じて保育園、小規模保育などの設置を検討

します。  
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２－５. 教育・保育の提供及びその推進体制の確保について 

 

（１）認定こども園の普及に係る基本的な考え方 

認定こども園は、就学前教育・保育を一体として捉え、一貫して提供する新たな枠組みと

して、幼稚園機能と保育園機能をあわせ持ち、地域における子育て支援機能を果たすことが

義務付けられている施設です。 

本市では、平成 28 年度にゆめのもりこどもえん、令和 2 年度にゆうあい子ども園が開園

し、特色のある教育環境の導入と適切な事業量確保に取り組んできました。今後は、教育保

育施設ニーズに対応するため、幼保連携型認定こども園を西枇杷島地区に誘致を図ります。 

 

 

（２）幼稚園・保育園の合同研修に対する支援等に関すること 

市内の公立保育園、公立幼稚園がそれぞれ実施する研修会等について、相互に情報共有す

るとともに、参加機会の拡大に努めます。 

 

 

（３）質の高い幼児期の学校教育・保育、地域の子育て支援の役割及び

その推進方策 

「子育ての第一義的責任はその親（保護者）にある」という前提のもと、幼児期の子育て

をより良くするため、本市では公立の幼稚園を維持・継続するとともに、「幼保連携型認定こ

ども園」を誘致し、質の高い教育・保育事業の実現に取り組みます。 

地域の子育て支援の役割として、保護者の様々な保育ニーズに対し、適切な人員配置と施

設整備に取り組むほか、利用者が適切なサービスを選択できるよう、情報の周知を徹底し、

サービス利用の円滑化を図ります。 

 

 

（４）幼稚園・保育園・認定こども園と小学校・中学校との連携 

就学前の教育・保育の場で育まれた資質・能力を踏まえ「幼児期の終わりまでに育って欲

しい姿」を共有・連携し円滑な接続に努める必要があります。小学校生活や中学校生活への

スムーズな移行を図るための事業として、保育園・幼稚園等の幼児には小学校への体験入学

を実施し、小学生には中学校への入学説明会を実施します。 

「子どもたちのすこやかな育ちを支える幼稚園・保育園と小学校の連携の在り方」（愛知県

発行）を基に、教職員間の相互理解を深めるとともに、実態に応じた連携方法を検討・実施

します。 
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■第５章 具体的な施策の展開■ 

基本目標１ 穏やかな妊娠期から出産、乳幼児期の母と子の健康を守る 

 

清須市で生まれ、このまちで育つ子どもが心身ともに健やかに成長できるよう、妊産婦健

診や乳幼児健診等、各種母子保健事業の充実を図ります。 

 

（１－１）安心して妊娠・出産ができるための支援 

1．母子健康手帳の交付 

母子健康手帳は、母親と子どもの健康を守るために、妊娠を届け出た方に交付します。

また、手帳の交付時には、保健師・助産師の専門職が様々な相談に応じ、安心して妊娠・

出産・育児ができるようアドバイスを行います。 

平成 30 年度より個室スペースで母子健康手帳を交付し、妊婦と産前産後のケアプラン

を作成し配付しています。また、子育て世代包括支援センターや産前・産後ヘルパー、産

後ケア事業等の案内をしています。 

□事業の推進に向けて 

母の第１子出産時の平均年齢が 30.7 歳（全国）を超え、晩婚化の傾

向が続いているため、出産年齢が今後も高くなることが予想されます。若

年妊娠も含め妊娠期を安定して過ごすことができるよう支援に取り組み

ます。 

健康推進課 

 

 

2．母子健康管理指導事項連絡カードの普及 

働く妊産婦が健康診査を受診するために必要な時間の確保や、就業作業の制限や、通勤

緩和など、母子健康管理の措置を受けるために必要な「連絡カード」を普及し、働く妊産

婦の健康支援を推進します。 

□事業の推進に向けて 

主治医が必要と認めた場合において連絡カードに記載し、妊産婦自身が

雇用者に提出するため、利用状況等は市では把握ができない状況です。母

子健康手帳の交付時、母親の就労歴を尋ねる際に、医師から受けた指導事

項の内容を勤務先に的確に伝えることができるよう、連絡カードの周知啓

発を図ります。 

健康推進課 
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3．妊産婦相談 

母子健康手帳の交付時、アンケートを実施し、妊娠初期の健康状態や生活状況などを把

握するとともに、保健事業の紹介および妊産婦の心身の健康状態に応じた相談を行い、不

安の解消を図ります。 

□事業の推進に向けて 

母子健康手帳交付時のアンケートや相談から見られる傾向として、妊

娠・出産にかかわる費用や保育等についての相談が多くなっています。子

育て支援課や社会福祉課とのさらなる連携を強化するとともに、妊娠中や

産後に電話相談を実施し、妊娠届からの継続した育児支援に取り組みま

す。 

健康推進課 

 

 

4．マタニティストラップ配付事業 

妊産婦にやさしい環境づくりの一環として、妊産婦であることを周囲に知らせるための

マタニティストラップを母子健康手帳の交付時に配付しています。 

□事業の推進に向けて 

マタニティマークは公共交通機関などにおいても啓発されており、マー

クをつけることで一定の配慮を受けられると考えられます。今後も啓発活

動を継続します。 

健康推進課 

 

 

5．妊産婦委託健診 

定期的な健康診査で、異常の早期発見や、妊産婦と赤ちゃんの健康状態を確認し、妊娠・

産後期を健康に過ごし、安心して子どもを産み育てる支援を行います。愛知県以外で受診

した場合にも、県内委託と同額を上限として、償還払いを行います。 

□事業の推進に向けて 

妊産婦の経済的負担を軽減し、安心して妊娠・出産・育児ができる環境

を整えることにより、少子化対策の一助となります。市内に産婦人科がな

いため分娩ができる医療機関の紹介等、妊婦の不安解消に対応し、早期か

ら妊娠中の健診が受けられるような環境づくりに取り組みます。 

健康推進課 
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6．妊婦訪問指導 

若年初産や高齢初産などのハイリスク妊婦などに対し、訪問指導を行い、安全に妊娠期

間を過ごせるよう支援をしていきます。また、予期せぬ妊娠などの場合、出産後の育児不

安や虐待等につながる恐れもあるため、妊娠期からの支援を行っています。 

□事業の推進に向けて 

就労している妊婦や、医療機関にて定期的に健診を受けている妊婦が多

いため、訪問の希望は少ない状況です。パパママ教室の際に状況を把握す

る場合もあります。また、訪問に至らないまでも、電話や来所等の際に状

況確認をしています。場合によっては医療機関と必要に応じて連携を図り

ます。 

健康推進課 

 

 

7．妊産婦歯科健診 

妊婦の口腔の健康状態が、生まれてくる子どもに影響することから、歯科健診および歯

科の保健指導を行い、妊娠中から乳幼児期への口腔衛生の知識を啓発します。 

□事業の推進に向けて 

妊娠中から歯に対する意識を持ち、う蝕予防のために、歯科健診受診率

向上に取り組みます。母子健康手帳の交付時やパパ・ママ教室等の機会に

妊娠中の受診を呼びかけ健診の効果をより高められるよう啓発していき

ます。 

健康推進課 

 

 

8．パパママ教室 

妊婦とその夫を対象に、安心してマタニティライフを過ごし、元気な赤ちゃんを産み育

てることを支援する教室です。父親の参加を促進するため土曜日も教室を実施しています。 

□事業の推進に向けて 

育児不安や育児の方法が分からない母親が増えている中、参加者も増え

てきています。今後も不安やニーズを感じ取り、魅力ある教室を開催して

いくことが求められています。また、父親も育児に参加・協力することで、

母親の負担が軽減できるため、父親の参加を更に促していきます。教室開

催日に参加できない方については、個別（予約）で実施しています。 

健康推進課 

  

 

 

9．栄養相談 

妊娠中から乳幼児期等の食生活について個別に相談を行います。 

□事業の推進に向けて 

妊娠中から乳幼児期における管理栄養士の健康教育、健康相談を継続し

て実施します。 
健康推進課 
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10．産前・産後ヘルパー事業 

母親が出産前後に体調不良などで、家事や育児を行うことが難しい世帯に対し、ホーム

ヘルパーを派遣し、家事、乳児の育児支援などを行います。 

□事業の推進に向けて 

平成28年度より産後のみでなく産前についても対象範囲を拡大し利用

できるようにしています。多胎児の場合は育児負担が大きいため、期間や

時間数を増やす等、より利用しやすい体制づくりを整えています。 

子育て支援課 

 

 

11．一般不妊治療費助成事業 

不妊に悩む夫婦を対象に不妊治療にかかる医療費の一部助成の制度の周知・活用を行い

ます。 

□事業の推進に向けて 

晩婚・晩産化しており、今後も一般不妊治療の件数は増えることが予想

されます。県の補助金の対象は人工授精です。市では引続き一般不妊治療

の補助を行います。 

健康推進課 

 

 

（１－２）乳幼児の健やかな成長支援                      

12．乳幼児訪問指導 

市内在住の新生児や乳幼児などへの訪問を行い、各種相談、健康診査などの保健事業の

紹介や母親の育児不安や悩みの軽減を図るとともに、虐待の予防に努めます。 

□事業の推進に向けて 

新生児及び乳児訪問は、出生連絡届出書を提出した方に対しての訪問に

なるため、提出がない場合は訪問には至りません。（ただし、低出生体重

児、未熟児、支援が必要な児童は除きます）提出がない方で、ハイリスク

妊婦等は妊娠中から継続して訪問を行います。 

健康推進課 

 

 

13．母乳・卒乳相談 

母親が喜びと自信をもって母乳育児ができるよう助産師による相談を行います。 

□事業の推進に向けて 

母乳・卒乳相談は毎月１回開催しています。また、タイムリーな相談に

ついては、子育て世代包括支援センターの母子保健コーディネーターが相

談に応じています。早期の相談を望む場合は、母乳外来を設けている産科

の利用を促したり、市においては希望者に対し、助産師による新生児及び

乳児訪問を実施することで早期の相談等には対応に努めます。また、次の

出産に向けての準備として、正しい知識で母子ともに満足のいく卒乳がで

きるよう啓発します。 

健康推進課 
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14．乳幼児健康相談 

身体測定・発育発達の相談や、育児のポイント・しつけなど育児全般に関する相談など

を行い、育児不安の軽減を図りつつ子育てを支援します。また、健康管理のため、かかり

つけ医の確保の必要性を啓発します。 

□事業の推進に向けて 

健診や訪問等で発育や発達に不安をもっている保護者へ案内をするこ

とで、安心して子育てしていただけるよう支援を行います。 
健康推進課 

 

 

15．乳幼児健康診査 

乳幼児の健康の保持増進および病気の早期発見・治療のために、乳児(１か月児、４か

月児、10 か月児)、１歳６か月児および３歳児を対象に健康診査を行います。子どもの発

育・発達の確認だけでなく、養育者や家庭環境に配慮した保健指導と育児環境の調整を行

います。さらに、１歳６か月児と３歳児には、健康診査と同時にフッ化物塗布を行い、う

蝕予防を図ります。健康管理のために、かかりつけ医の確保の必要性を啓発します。 

□事業の推進に向けて 

乳幼児健康診査は、子どもの健康状態や母親等の育児の悩み等について

確認できる機会であることから、全ての子どもが確実に受診できるよう対

策を強化します。また、専門職種それぞれの知識や技術を活用し、多面的

な視点から保健指導を行います。そして、乳幼児健診に関する個人情報の

管理と活用を適切に行い、関係機関との連携や情報の共有に努め、切れ目

のない支援を行います。 

健康推進課 

 

 

16．離乳食講習会 

離乳期は栄養面ばかりではなく、いろいろな味を覚える時期であり、赤ちゃん自身のカ

で「噛む・飲み込む」など食べることを覚える大切な時期であることから、乳児をもつ保

護者を対象に、食と子どもの健康の関連について学ぶ機会を提供していきます。 

□事業の推進に向けて 

今後も、講習会後アンケート結果や参加率等を参考に、効果的な事業の

実施に努めます。また、必要な人が講習会を受講できるように母子健康手

帳交付時、４か月児健診時、子育て支援アプリ「キヨスマ」等で啓発しま

す。 

健康推進課 

 

 

 

 

 

  



 

55 

 

17．歯科教室 

むし歯の好発時期である２歳児と２歳６か月児を対象に歯科健診、歯みがき指導、フッ

化物塗布、個別相談を実施し、むし歯についての正しい知識の普及と定期的な管理により

8020 運動を推進します。保育園の訪問など保護者に対してのう蝕予防の啓発、フッ化物

塗布を行います。また、小学生から中学生、保育士を対象に歯科を中心とした知識の普及・

啓発に取り組みます。 

□事業の推進に向けて 

法定で定まっている１歳６か月児・３歳児健診以外の歯科健診は、母親

の仕事復帰の時期とも重なることと、歯科医院にて定期健診を行っている

とのことで受診率が低いため、歯科意識向上のため対策を検討します。ま

た、歯の健康センター、６歳臼歯保護事業を、市内の保育園・幼稚園と連

携して実施しています。今後も園と連携し、乳歯・永久歯う蝕予防に継続

して取り組みます。 

健康推進課 

 

 

18．幼児健診事後指導教室 

幼児健診などで、ことばや発達の遅れ、育児不安など様々な問題をもつ母子に対し、集

団遊びを通して母親が子どもへの理解を深めます。子どもとの関わりや遊び方を伝え、子

どもの発達を促すための教室を行います。 

□事業の推進に向けて 

教室に参加可能な人数が限られているため、支援が必要な親子すべての

タイムリーな参加が難しい状況です。優先順位を考えて教室を案内してい

ます。今後、更に母子通園施設や親子支援教室と連携し、親子が安心して

育児できるよう、継続支援ができる体制を整えます。 

健康推進課 

 

 

19．こんにちは赤ちゃん訪問事業 

４か月児健診前の乳児のいるすべての家庭を対象に、母子保健推進員が家庭訪問をして

子育て等の情報提供を行います。また、支援が必要な家族が孤立しないよう母子保健推進

員と情報を共有しています。 

□事業の推進に向けて 

こんにちは赤ちゃん訪問として、生後４か月までの乳児がいるすべての

家庭への訪問を行っています。里帰りが長い家庭や、訪問時に不在の家庭

もありますが、電話等で確認するなど把握に努めていきます。 

健康推進課 
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20．母子保健推進員事業 

母子保健推進員の活動を通して養育者の孤立や育児不安を軽減し、安心してこどもを生

み育てる地域づくりを推進します。 

母子保健推進員の活動支援、資質向上のための研修や情報交換のための支援を行います。 

□事業の推進に向けて 

地域で安心して子育てできる支援を行うために、母子保健推進員の活動

には、資質向上と活動の強化が不可欠です。スキルアップのための研修や

情報交換の場をつくる活動支援を継続し実施をしていきます。また、母子

保健推進員と健康推進課が連携し、子育て支援ができるように取り組みま

す。母子保健推進員養成講座を実施し、新規推進員の養成に取り組んでい

きます。 

健康推進課 

 

 

21．予防接種 

子どもは病気にかかりやすく、かかると重くなることがあるため、予防接種による対策

も大切です。保護者が予防接種について正しい知識を持ち、安全に接種を受けることがで

きるよう、普及啓発と体制の確保を図ります。 

□事業の推進に向けて 

予防接種に関する法改正のため、定期予防接種ワクチンの種類など変更

点が多く、最新情報を保護者や医療機関に周知するなど迅速な対応が必要

です。マスコミなどで予防接種の副作用について大きく取り上げられるこ

とがあり、その影響で接種率が低下することも考えられます。接種方法や

副反応等予防接種に関する正しい知識の普及啓発や情報の提供に取り組

みます。 

健康推進課 

 

 

22．電話・面接相談 

「子育て世代包括支援センター」が主体となり、育児不安を軽減し健やかな子育てを支

援するために、電話や面接による相談を行うとともに、夜間の相談については、県が実施

している愛知県小児救急電話相談「育児もしもしキャッチ♯８０００」を周知などの周知

に努めます。 

□事業の推進に向けて 

「子育て世代包括支援センター」が主体となり、育児不安をかかえる保

護者が安心して子育てができるように、電話、面接にて相談を行います。

また、愛知県小児救急電話相談「育児もしもしキャッチ」を周知し夜間の

相談対応に努めます。 

健康推進課 

子育て支援課 
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23．子ども医療費の助成、未熟児養育医療の給付 

中学生（15 歳に達する日の年度末まで）までの子供を対象に、医療費保険適用分の自

己負担分を助成します。また、指定医療機関での入院養育が必要な未熟児に対して、必要

な医療の給付を行います。 

□事業の推進に向けて 

適正な医療受診の推進に取り組みます。 保険年金課 

医療機関と早期に連携をはかり、適切な育児支援をすすめ、保護者が地

域で安心して養育できるように支援します。 
健康推進課 
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基本目標その２ 育児のための相談事業の充実と親支援への取組みの実施 

特に妊娠期と乳児期に不安になる母親に対し、各種相談事業を充実させていきます。 

また、子どもの育ちを地域で支援するため、親子や地域住民が気軽に参加し交流できる環

境づくりを進め、親の子育てを支援していきます。 

 

（２－１）地域における子育て支援サービスや相談体制の充実    

24．子育て世代包括支援センター 

平成 30 年度に開設した子育て世代包括支援センターは、子育てコンシェルジュ（子育

て支援課、保育士）と母子保健コーディネーター（健康推進課、保健師・助産師）が連携

し、ワンストップで妊娠前から、出産・子育て期にわたる相談や支援を実施しています。 

□事業の推進に向けて 

子育てコンシェルジュ(保育士)への相談は、保育園に関することや言葉

や発達、療育に関することが多くなっています。保育園や児童館・子育て

支援センター、たんぽぽ園や健康推進課等と連携をし、安心して子育てが

できるよう支援をします。 

子育て支援課 

 

 

25．家庭相談員の配置・各種相談機関との連携 

家庭における児童の養育や困りごとなどの相談のため、家庭相談員を配置しています。

家庭児童の福祉に関して、電話、来庁、訪問等により相談を受け親子に寄り添いながら助

言や支援を行います。また、相談内容により「子育て世代包括支援センター」の子育てコ

ンシェルジュや母子保健コーディネーターに繋ぎます。その他、様々な相談に対応するた

め、市の各課、教育委員会、愛知県中央児童・障害者相談センター及び警察署などと連携

を図ります。 

□事業の推進に向けて 

近年、子どもや家庭をめぐる問題が複雑・多様化しており、それぞれ

の問題に応じたきめ細かな援助が求められています。そのため、専門性

の向上を図る研修などに積極的に参加し、家庭相談員の知識向上に努め

ます。 

子育て支援課 

 

26．子育て支援センター 

子育て家庭等に対する育児不安等についての相談、子育てに関する情報提供、子育てサ

ークル等への支援並びに子育て支援の関係機関との連携及び協力などを実施することに

より、地域の子育て家庭に対する育児支援を行います。 

□事業の推進に向けて 

各子育て支援センターにおいて魅力ある事業を展開し、安心して遊べ

る場の提供をするとともに、地域での交流の場としても活用していただ

き、利用者の増加を図っていきます。また、父親も参加しやすい行事等

を検討し、父親の育児参加を促進していきます。 

子育て支援課 
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27．ファミリー・サポート・センター 

保育園などへの送迎や一時的な預かりなど、育児の援助を受けたい「依頼会員」に対し、

地域で育児の援助を行いたい「提供会員」を紹介し、相互援助で子育てを支援します。 

また、地域の支援者の協力も得ながら、連携し地域ぐるみで子育てを推進します。 

□事業の推進に向けて 

依頼のニーズが増える一方で、提供会員、両会員の数が増加しないの

が現状です。提供会員、両会員の拡充を図るため、広報や市ホームペー

ジ、またポスターやチラシなどで積極的に啓発を努めます。 

その他、他の支援機関や団体と連携し、必要に応じてサービスの見直

しを図りながら事業を推進します。 

子育て支援課 

 

■ファミリー・サポート・センター会員数の推移 

年度 
依頼会員 

（人） 

提供会員 

（人） 

両方会員 

（人） 
合計 活動件数 

平成 27 年度 272 39 25 336 983（12 か月） 

平成 28 年度 285 36 21 342 1,282（12 か月） 

平成 29 年度 320 44 22 386 1,183（12 か月） 

平成 30 年度 341 46 22 409 1,338（12 か月） 

令和元年 9 月末 314 48 19 381 537（ 6 か月） 

※平成 27年度、28年度、29年度、30年度は年度末時点 

 

 

28．ボランティア・ＮＰＯなどの社会活動の支援 

住民主体の子育て支援サービスを推進するため、活動内容を広報にて紹介するなど、活

動を支援していきます。 

ボランティア・ＮＰＯなどの社会活動の活性化のため、多様な機会・場所を通じて市民

が積極的に市政に参加できる環境づくりや市民協働の取り組みを推進します。 

□事業の推進に向けて 

住民主体の子育て支援サービスを推進するため、活動内容を子育て支

援課発行のガイド等に紹介するなど、活動を支援してきます。 
子育て支援課 

市民参加を促すためのきっかけづくりや、行政と市民の情報共有や交

流を積極的に行うため、交流のための環境づくりを推進します。 
企画政策課 
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29．子育て情報の発信 

毎年、市内の子育て情報をまとめた「子育て応援ガイド」を作成し、児童手当の申請時

等に配付しています。また、妊娠期から就学前までの子育て情報をまとめた「キヨスマ」

を発行し、母子手帳申請時等に配布するとともに、子育て支援情報をアプリにて配信して

います。  

□事業の推進に向けて 

子育て支援ガイドを「知らない」という声が多いため、積極的に周知

をしていくとともに、今後は妊娠期から就学前までの子育て情報を一つ

にまとめた「キヨスマ」の発行並びに子育て情報アプリの配信により、

より充実したリアルタイムな情報の発信に努めます。 

子育て支援課 

 

 

30．親の支援に関する事業 

子育てをしている親を対象とした講座やセミナーなどの実施を推進します。また、各種

講座等に参加していない親に対し、地域で誘いあって参加を促進するとともに、地域の子

育て支援の関係者と連携し、地域ぐるみで親支援・子育てを推進します。 

□事業の推進に向けて 

「保護者の子育て力を育む」「支援が必要な保護者の早期発見・支援」

ができるよう、現在の制度・事業を継続し、「保護者の学び・相談機会

の提供」、「保護者同士や地域とのつながり」を大切に、事業を推進して

いきます。 

子育て支援課 

家庭教育講演会の実施及び家庭教育支援団体と連携し、親の学び研修

会を実施します。 
生涯学習課 

 

 

（２－２）子育て交流・地域コミュニティづくり                 

31．児童館 

遊びを通じての親子の交流、趣味を通じての保護者同士の地域交流を図るため、汽車ぽ

っぽクラブ、コアラクラブ、すくすくクラブなどの各種クラブの充実を図ります。また、

いつでも気軽に利用し、子育てに関する相談がしやすい環境を整えます。 

□事業の推進に向けて 

児童館活動の充実を図るため、幅広い児童のニーズに合った、魅力的

なクラブづくりを推進し、季節の遊びやリズム遊びなど、親子で楽しめ

る遊びの場を提供します。 

子育て支援課 
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32．小学校 ～家庭教育地域推進事業～ 

地域ぐるみで青少年の育成を支援するため、関係機関と連携し、子どもたちを取り巻く

環境をサポートします。また、専門性を高めるため、「尾張家庭教育推進協議会」へ参加

しています。 

学校等と連携し、いじめや不登校、児童虐待や貧困の連鎖防止など、課題を抱え孤立し

がちな家庭に対する、地域の人材を中心とした支援とサポート体制の構築に取り組みます。 

□事業の推進に向けて 

孤立しがちな保護者の交流や子育ての自発性を引き出す親育ちの取組

みや地域人材を活用した家庭教育の取り組み等、関係機関と連携し継続し

事業を推進します。 

生涯学習課 

 

 

33．保育園・幼稚園での未就学児・保護者交流 

保育園や幼稚園での生活に備えるため、入園前の児童とその保護者を対象に保育園では

「園庭開放」・「きらきらひろば」、幼稚園では「きりんサークル」を実施しています。ま

た、そうした交流の場において子育てに関する相談支援を子育て支援センターと合わせて

行います。 

□事業の推進に向けて 

保育園が、子どもと保護者が訪れやすい場所となり、未就園児に親しん

でいただけるよう、「園庭開放」・「きらきらひろば」を月１回ずつ実施し、

施設見学や遊びの紹介の場を提供しており、将来の園での生活をイメージ

いただけるよう、今後は園生活の紹介やプレ体験ができる内容を検討して

いきます。 

子育て支援課 

幼稚園に入園を希望している児童と保護者を対象に、「きりんサークル」

を通じて実際に幼稚園を体験してもらうことで、新しい環境に対する不安

の解消を図ります。 

学校教育課 

 

 

34．親子ふれあい広場事業 

「親子ふれあい広場」など、親子のふれあいや遊びを通して、子育てに関する知識を学

びます。また親同士の交流ができるような場づくりを提供します。 

□事業の推進に向けて 

参加者が減少しているため、事業の内容や周知方法について検討を行い

ます。また、関係機関と連携を図り実施をしていきます。 
生涯学習課 

スポーツクラブにて毎月２回親子健康体操教室を開催しています。ま

た、アルコ清洲とカルチバ新川では未就園児とその保護者を対象にスイミ

ング教室を開催しています。 

スポーツ課 
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35．幼稚園における地域との連携 

地域の人が幼稚園行事に参加してもらうよう呼びかけるとともに、園外保育等により地

域に出かける機会をつくり、多くの人と交流を図ります。 

□事業の推進に向けて 

西枇杷島まつり山車見学、地域高齢者との交流会、小学校運動会への参

加、中学生の職場体験の受入れ、ＰＴＡやボランティアの朗読劇や読み聞

かせ等、地域の人との交流を図ります。 

学校教育課 

 

36．ふたごの会 

多胎児を持つ母親を対象に交流会を開催し、多胎妊娠・出産・育児の不安を解消し、楽

しく前向きな多胎児育児に取り組めるようにします。交流会は各保健センターにて行われ

る乳幼児健康相談と同日開催し、月に１度、保健師、管理栄養士が専門的な相談を実施し

ています。 

□事業の推進に向けて 

乳幼児健康相談と同日に実施することで、より参加しやすくなり、身体

計測や、管理栄養士からの専門的なアドバイスが受けられます。 
健康推進課 

 

37．住民との連携による子育てサークル活動 

市内在住の子育てネットワーカーを活用し、身近な地域で、母親たちが主体的に子育て

交流や子育て支援活動に取り組めるよう支援します。 

□事業の推進に向けて 

家庭教育支援チームチームＭＯＭＯや市内の子育てネットワーカーを活

用し、地域での子育て支援を行っていけるように取り組みます。 
生涯学習課 

 

38．父親の育児参加 

母子健康手帳の交付時に「パパママ教室」などを紹介し、父親の積極的な育児への参加

を促します。また、「子育て世代包括支援センター」の育児体験等の個別指導を紹介し、

父親の育児参加を支援しています。 

□事業の推進に向けて 

 

 

 

父親の育児参加意識の高まりで、「パパママ教室」への父親の参加がは増

加傾向にあります。「パパママ教室」に参加できない場合には、「子育て世

代包括支援センター」で育児体験などの保健指導を行います。「二人で育て

る」気持ちを大切に、家族ぐるみ・地域ぐるみの子育てを推進します。 

健康推進課 

多くのイクメンキュレーターを養成し、地域のお父さんたちをつなげ、

育児参加を促す取組みを行うなど、多くのイクメンの育成に努めます。 

子育て支援

課 

父親同士の十分な交流活動ができるように取り組みます。 学校教育課 
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基本目標その 3 教育・保育機能・施設の充実と子育て世代の社会参加のための支援 

 

子ども・子育て支援新制度に基づき、子育て家庭のニーズに応じて幼児期ならびに小学校

期の教育やニーズに合った保育事業を一体的に提供できる環境整備に取り組むとともに、地

域の実情に応じた子育て支援サービスの充実を図ります。 

 

（３－１）心豊かで創造性を育む教育の推進                   

39．図書環境及び美術環境 

児童図書をより一層充実させると共に、美術・芸術に身近に触れることにより、子ども

の知的好奇心が刺激される環境づくりを推進します。 

□事業の推進に向けて 

次代を担う子どもたちに、良質で多様な文化・芸術に触れる機会を提供

できるよう、図書館・美術館の管理者と連携を図ります。利用者の要望や

市民のニーズに対応するよう努めます。 

生涯学習課 

 

 

40．保育園・幼稚園・認定こども園と小学校及び小学校と中学校の間の連携 

小学校生活や中学校生活へのスムーズな移行を図るための事業として、保育園・幼稚園

の幼児には小学校への体験入学を実施し、小学生には中学校への入学説明会を実施します。 

□事業の推進に向けて 

保育園・幼稚園・認定こども園と小学校間の連絡体制構築に取り組みま

す。 
学校教育課 

小学校へのステップ段階の大切さを考えるにあたり、子ども達の発達を

連続して促していける環境づくりが必要です。子どもの発達を踏まえ、幼

児教育から学校教育への円滑な移行を推進するため、体験入学や情報交換

を密にし、連携を図っています。 

子育て支援課 

 

 

41．土曜日を活用した体験教室 

学校週５日制の実施に伴い、楽しみながら休日を過ごせるよう、行政、学校、地域が連

携し、小学生を対象とした、「茶華道教室」、「和太鼓」、「エンジョイスイミング」などの

教室を実施します。自主性、創造性や社会性を身につけられる体験の場を提供します。 

□事業の推進に向けて 

ボランティアで指導していただける新規教室を募ります。 生涯学習課 

土日以外でも、アルコ清洲とカルチバ新川ではスイミング教室、体操教

室、ダンス教室などを開催しています。また、夏季休暇にはカヌー教室を

開催しています。 

スポーツ課 
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42．児童館や地域における各種クラブ活動 

各クラブでの活動を充実し、児童や生徒の創造性を育み、地域の仲間や異年齢間の交流

を促進します。 

□事業の推進に向けて 

児童館のクラブ活動等の講師に地域の方を招き、将棋クラブや卓球クラ

ブなど、地域の特色を生かした事業を展開し、地域から親しまれる児童館

を目指します。 

子育て支援課 

 

 

43．地域における異年齢間、世代間交流 

地域の人々と暮らしの中で交流を図り清須のまちを知るため、「地区体育祭」や「清須

ウオーク」などの子どもたちの参加を推進しています。また、幼児や中高生などの子ども

会活動への参加に取り組む地区に対しても支援を行っていきます。 

□事業の推進に向けて 

時代の流れに伴い、一部のまつりで見直しの要望が出ており、市民の期

待、コストパフォーマンスの面を捉えて、今後のまつりをどのようにして

いくのか、再検討が必要です。 

産業課 

清洲城広場で、幼児から高齢者まで多くの方が参加でき、地域の絆を深

めることができる盆踊りを実施します。また、親子のふれあいや地域の絆

を深めることができる生涯学習講座を実施します。 

生涯学習課 

清須ウオークでは、参加者に対して清洲城や清洲貝殻山貝塚資料館、み

ずとぴあ庄内など清須市の歴史や自然の魅力を体験できます。幼児から高

齢者まで、世代に関係なく多くの方々に参加してもらえるよう、新聞掲載、

広報、市ホームページを利用したＰＲ活動を実施します。 

子ども会主催の球技大会や、地区体育祭において多くの児童が参加でき

るように実施しています。 

スポーツ課 

 

 

44．幼稚園における体験活動 

園児の創造性を育み、地域の仲間との交流を促進するため、幼稚園の外に出て様々な体

験活動を実施します。 

□事業の推進に向けて 

畑での野菜作り、さつまいも掘り、ザリガニ釣りなどを実施します。 学校教育課 
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45．放課後子ども教室 

放課後の子どもの安全・安心な活動拠点（居場所）や地域の人たちの参画による放課後

の子どもの居場所の充実を図ります。 

内容については、学習支援、多様な体験プログラム及びスポーツ活動を行います。 

□事業の推進に向けて 

年々登録・参加者が増加しており、施設の有効活用に努めています。今

後は、放課後子ども総合プランに基づき、放課後児童クラブと積極的に連

携し、放課後の児童が、安心、安全に過ごすことができるよう推進します。 

学校教育課 

 

 

46．食育の推進 

「親子の食育教室」、「農業体験塾」、「ふれあい給食」などのイベントを通じ、食に関心

を持ち、食の大切さを学び、食文化の理解を深め、自然の恵みへの感謝の心を育みます。 

□事業の推進に向けて 

保育園、幼稚園、小学校、中学校で食育事業を推進していきます。 産業課 

学校給食で、多くの人との触れ合いの場を設定、楽しい給食を通じて好

ましい人間関係づくりや正しい食事の在り方を会得するため、今後も親子

ふれあい給食、バイキング給食を実施します。 

学校教育課 

給食センターと連携し、栄養士による栄養指導、アレルギー対応を必要

とする園児への細やかな対応を行い、食の大切さを感じ、食べることは「楽

しい」を伝えることで、豊かな人間性の形成や、心身の健全育成を図り、

乳幼児期から望ましい食生活の定着に努めます。 

子育て支援課 

家庭での食事は、その保護者の食習慣が影響します。保護者の「食」に

対する関心や姿勢、子どもの年齢に応じた教育に加え、個別の支援に努め

ます。また、食生活改善推進員による地域食育の普及活動を支援します。 

健康推進課 

 

 

47．健康教育 

保護者が安心して出産・育児が行えるように、乳幼児健診等で年齢に応じた集団健康教

育を行っています。また、子育て支援課からの依頼により、子育て支援センター等でも実

施しています。 

また、学校保健や保健所等との連携により、喫煙や飲酒、薬物乱用などの防止、性教育

やエイズ教育などの健康教育を充実します。 

□事業の推進に向けて 

子育て支援課と連携し、子育て支援センターや児童館等で講座等を行い

ます。また、学校と連携し、思春期教室や喫煙や飲酒対策等の教室も検討

していきます。 

健康推進課 
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48．思春期保健の啓発 

思春期の心身の健康を図り、命の大切さを持ってもらうよう、思春期に関する相談窓口

を啓発します。 

□事業の推進に向けて 

相談を希望する児童生徒の増加が予想され、相談の時間や場所の確保、

相談体制の一層の整備が望まれているため、連携できる外部機関を選定し

ます。 

学校教育課 

現在、学校主体で、助産師を講師に招き、市保健師も参加し思春期教室

を実施しています。思春期に自分自身の身体の仕組み、男女交際、命の大

切さ、自分自身も命をつくり出せる身体であることの認識、STD（性感染

症） などについて知る機会を設けることで、望まない妊娠の防止、自殺

を防ぐこと等につながるため、一層充実した性教育の実施が必要です。し

かし、性教育に関しての考え方の違い等もあるため、子どもへの性に関す

る教育について検討をする必要があります。 

健康推進課 

 

  

（３－２）子育て世代の社会参加の支援                     

49．子育て世代を対象とした生涯学習講座 

子育て世代を対象とした育児、教養、料理、音楽、ｌＴ、健康などの講座を開催し、市

民が気軽に学習に取り組めるよう支援します。 

□事業の推進に向けて 

事業の周知方法については、4 月と 8 月に発行する生涯学習ガイドと、

広報及びホームページのみであることから、子育て世代に開催を周知でき

ているかが不透明なため、周知方法について検討が必要です。ニーズに応

じた講座や、地域の特性を生かした新規講座の開拓に取り組みます。 

生涯学習課 

 

 

50．男女共同参画社会推進のための啓発 

今後も引き続き、男女共同参画講演会を開催し、男女共同参画社会の大切さを啓発しま

す。 

□事業の推進に向けて 

男女共同参画社会に関する用語の認知度が低いため、今後も引き続き、

男女共同参画社会に関する広報･啓発を進めていきます。 
生涯学習課 
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51．雇用者への啓発 

学校や保育園などの行事に参加するための休暇の取得、子育てのための労働時間の短縮

や労働条件の改善など、企業への啓発を行います。 

□事業の推進に向けて 

世論や国の政策においても被雇用者としての助成の問題意識向上は図

られています。一方、本市のように中小企業が多い地域は、雇用者側の意

識付けが課題です。今後は、愛知県ファミリー・フレンドリー企業への登

録を促します。 

産業課 

 

 

52．はぐみんカード 

子どもとその保護者および妊娠中の方に「はぐみんカード」を配布し、協賛店舗・施設

で商品の割引やドリンクサービスなど様々な特典が受けられるよう、愛知県と協働して地

域社会全体で子育て家庭を支援します。 

□事業の推進に向けて 

広報、市ホームページ、子育てアプリ「キヨスマ」等での利用者への周

知や、はぐみんカードを利用できる市内の協賛店舗数の拡充に取り組みま

す。 

子育て支援課 

 

53．子どもの居場所づくり 

子どもたちが、地域の人とのふれあいにより、社会性や豊かな人間性を身につけ、また

子育て家庭が地域で孤立することなく、支えあいの中で子育てができるように支援します。 

□事業の推進に向けて 

「子ども食堂」は、地域において、子どもの孤立を防ぎ、子どもの居場

所づくりとして期待されています。「子ども食堂」を実施している団体・

組織に対して情報提供を行うとともに、積極的に連携を図り支援に努めま

す。 

子育て支援課 

 

（３－３）子育て支援サービスの充実 

54．地域に開かれた施設づくり 

保育園にて、園だより・クラスだより・連絡帳を通じ、保護者との連携を強化します。 

また、パンフレット・広報・市ホームページなどによる施設の紹介や、入所希望者に対す

る施設見学など、それぞれの園の様子を広く市民に紹介します。また、保育園や放課後児

童クラブでの、中高生の育児体験や高齢者との世代間交流、ボランティアの受け入れなど、

地域に開かれた環境づくりに取り組みます。 

□事業の推進に向けて 

子どもの育ちにかかわる様々な機関と積極的に連携するとともに、子ど

もたちを保護者や地域住民とともに育てていくという視点に立って、市の

行事での清須音頭の披露や、市内の特別養護老人ホームでのお年寄りとの

交流などを推進します。 

子育て支援課 
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55．病児・病後児保育 

保護者が就労しているなどの状況で、乳幼児等が病気または回復期の際に自宅での保育

が困難な場合について病院や保育園等で一時的に保育や緊急対応を行います。 

□事業の推進に向けて 

このはなファミリークリニックの『カブルーム』にて「病児病後児保育」

を、また、須ケ口保育園にて「病後児保育」を実施しています。引き続き、

子育てと就労の両立及び看護が必要な児童の健全育成に努めていきます。 

子育て支援課 

 

  

56．保育園での一時預かり 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、一時的に預か

り、必要な保育を行います。現在の利用状況での課題を踏まえた事業の見直しと合わせて

他園での通常の保育ニーズと供給量を考慮したうえで、今後、一時預かり事業内容を検討

します。 

□事業の推進に向けて 

一時保育は、西枇杷島保育園、本町保育園、桃栄保育園、ネギヤ保育園

の４園で実施しています。一時保育のニーズは高く、現在は一律となって

いる私的や就労理由に応じた利用形態などの事業の見直しと合わせて通

常の保育ニーズと供給量を考慮したうえで、一時預かり事業内容を検討し

ます。 

子育て支援課 

 

 

57．通常保育の充実 

保護者の就労または疾病等により、家庭において保育することができないと認められる

場合に、保護者に代わり保育園で保育します。 

□事業の推進に向けて 

保護者の多様な就労形態により保育ニーズも様々です。これまで、市で

は保育園等の整備や適正配置を進める一方、市内全ての保育園等で延長保

育、乳児保育を実施しています。また、低年齢児の入所率が増加傾向にあ

るため、利用者の利便性の向上のために、より身近な保育園等における受

け入れ体制の充実を図ります。 

子育て支援課 

 

 

58．幼稚園での預かり保育 

幼稚園において、教育時間終了後に保護者の希望に応じ、午後からの保育や夏休みなど

長期休暇中の保育を実施します。 

□事業の推進に向けて 

預かり保育利用者は増加傾向にあるため、引き続き対応に取り組みま

す。 
学校教育課 
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59．放課後児童クラブ 

家庭において保護者の仕事等で昼間留守になる小学１～６年生までの児童を対象に、放

課後や夏休みなどの休業中、家庭に代わる生活の場を提供します。また、放課後の父母の

役割を担う支援員の質の向上を図ります。  

□事業の推進に向けて 

放課後の児童の預かりは、令和 2 年度には西枇杷島児童センターの定

員を拡充し、引き続き「放課後子ども教室」と連携し、ニーズ量を確保し

ていきます。また、放課後児童支援員の資格取得のための研修に参加でき

る体制を整え、支援員の質の向上を図ります。 

子育て支援課 

 

  

60．保育園・幼稚園の施設整備と統廃合・認定こども園化の検討 

保育園・幼稚園の地域偏在、施設の老朽化、保育ニーズの多様化に対応するため、施設

整備についての優先順位や幼稚園・保育園の統廃合、また、認定こども園化についても検

討します。 

□事業の推進に向けて 

令和２年３月に一場保育園を廃園し、同年４月にゆうあいこども園を開

設します。また、令和 3 年度には新たに民間こども園を誘致し、開設し

ます。市では、今後も子育て支援を充実させるため、地域の保育ニーズを

基に保育園・幼稚園の適正配置及び民間認定こども園などの誘致に努める

とともに、適切な環境整備に努めます。 

子育て支援課 

 

 

61．児童関連施設の整備 

児童が仲間づくりや遊びを通じて自主性や社会性を育むため、児童の活動拠点である児

童館の充実を図るとともに、老朽化した清州児童館の建替えに着手します。 

□事業の推進に向けて 

令和元年度に西枇杷島児童センターの新築工事を行い、令和２年度から

運営を開始します。 

清洲児童館は昭和５４年建設であり、建設から４０年が経過することか

ら、令和 4 年 4 月の開館を目指し、建替えに着手します。 

子育て支援課 

 

 

62．保育士の研修 

保育の質の向上や時代に対応できる保育を推進するため、保育士の研修や研究の充実を

図ります。 

□事業の推進に向けて 

職員全員に研修内容を周知するため、研修参加者が報告会を開いていま

す。学びを伝え合うという方法で、保育士の質の向上に努め、職員一人ひ

とりの特性を把握し研修計画を立てていきます。 

子育て支援課 
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基本目標その４ 様々な支援体制の構築と安心安全なまちづくり 

 

ひとり親家庭や外国人家庭等、特に支援が必要な子育て家庭への支援を充実するとともに、

児童虐待等の深刻な課題を抱える家庭への支援ネットワークづくりを進めます。また、すべ

ての子育て家庭が安心して暮らせるまちづくりを推進し、発達に関して配慮や支援が必要な

子どもへのきめ細かな支援体制づくりに努めます。 

また、国において進めている「子ども家庭総合支援拠点」の設置を目指します。 

 

（４－１）児童虐待への対応                          

63．発生予防 

身近な地域での子育て交流などによる親子の閉じこもり防止、育児不安に対する相談体

制の充実、育児の負担が大きい多胎児やハイリスク児などに対する各種支援体制の充実に

より、虐待の発生予防に努めています。また、ＤＶによる影響や、虐待の世代間連鎖も少

なくないことから、妊娠届出時に全ての妊婦にアンケートを行い、早期支援に繋ぐととも

に、さらに、母子保健推進員を養成し、市民協働による児童虐待予防に取り組んでいます。 

□事業の推進に向けて 

子育て世代包括支援センターの開設により、妊娠前から切れ目のない支

援の提供に取り組んでいます。市民が気軽に相談できるよう広報、キヨス

マ等を活用し、周知活動を引き続き行います。また、生活や育児ストレス、

社会的孤立など、児童虐待の危険があるハイリスク家庭については、関係

機関と情報連携を密に行い、見守り・連絡・支援等を強化する必要があり

ます。虐待はどこの家庭にも起こり得るものとして、母子保健推進員など

市民と連携し地域での声かけや見守り活動を更に推進します。 

健康推進課 

 

 

64．要保護児童対策地域協議会 

要保護児童の早期発見や適切な保護並びに保護児童及びその家族への適切な支援を図

るため、福祉・保健・医療・教育などの関係機関が必要な情報交換、援助方法など協議し

対応を図ります。 

□事業の推進に向けて 

虐待の相談・対応件数は増加傾向にあります。複雑・多様化するケース

に対し、きめ細かな対応が求められるため、必要に応じて個別ケース会議

を開催し、関係機関との連携を密にし、虐待ケースへの早期対応、支援に

努めます。 

子育て支援課 
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65．地域のサポート支援の啓発 

広報などで児童委員・主任児童委員の紹介を行い、市民にとって親しみやすく、相談し

やすい存在となるよう支援します。 

□事業の推進に向けて 

子育てに対するニーズの多様化・増加に伴い、関係部署・関係機関と連

携し取り組みます。 
社会福祉課 

児童虐待について、地域からの情報提供や相談等があった場合の対応方

法等について、児童委員・主任児童委員等に対して研修等を実施し、連携

し支援が行えるよう取り組みます。 

子育て支援課 

 

 

66．早期発見・早期対応 

保育園・認定こども園・児童館・子育て支援センター・幼稚園・学校にて、虐待の疑い

のある子どもを早期発見するため、登園時や保育・学校活動中などの機会に、子どもの心

身の状況や家族の様子に十分注意して観察や情報収集に努めます。その他、健康診査時な

どの活用により、虐待などの早期発見に努めます。また、健診未受診児等への家庭訪問を

通じ、育児困難家庭や虐待などの把握・早期対応を行います。 

□事業の推進に向けて 

 広報やキヨスマなどで児童相談所全国共通ダイヤル「１８９」（いちは

やく）の周知を行い、相談ができる体制づくりに努めます。 

 関係機関と協力し、有事の際に円滑な対応ができるよう、日ごろからの

情報交換、連携づくりに努めます。また、保育園や児童館・子育て支援セ

ンターにおいて子どもの安全が守られるよう支援していきます。 

 虐待の疑いについて保育園や学校など各機関からの相談や通報を受け

た場合は、児童相談所と連携を図り、早期対応を行います。 

子育て支援課 

悩みを抱える妊産婦等を早期に発見し、相談支援に繋げます。また、転

入児や乳幼児健診未受診児等の受診勧奨や、家庭訪問を行います。子ども

の状況把握や安全確認のため、他課や他機関と連絡・連携に努めます。そ

して、子育ての孤立を防ぐため、市内の子育て支援施設の紹介、「子育て

世代包括支援センター」、乳幼児健康相談や家庭訪問など気軽に利用でき

るよう啓発します。さらに、母子保健推進員にも虐待の早期発見・早期対

応の視点等について伝え、地域での見守りを強化していきます。 

健康推進課 

虐待の疑いについて幼稚園又は学校から相談を受けた場合、学校教育課

所管の青少年家庭教育相談員やその他関係部署と連携し、迅速に対応しま

す。 

学校教育課 
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（４－２）障がいのある児童の育成環境の充実        

67．障害福祉計画・障害児福祉計画の推進 

児童福祉法、障害者総合支援法にもとづき、障がいのある児童のライフステージ

に沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育、就労支援など関係機関が連

携を図り、支援を提供する体制の構築を図ります。 

□事業の推進に向けて 

障害福祉計画・障害児福祉計画に基づき、障害福祉サービス等 

の提供体制の確保に努めます。 
社会福祉課 

 

 

68．障がいのある児童と保護者に対する各種相談・支援 

乳幼児期の疾病や異常を早期発見するため、発達の状況に関する相談やことばや発達の

遅れなどで心配のある子どもや、その保護者に対する相談や支援を行います。 

□事業の推進に向けて 

子どもの成長や発達に不安や悩みをもつ保護者の相談を行うとともに、

他課や関係機関との連携を図り支援していきます。 
子育て支援課 

障害福祉サービス・障害児通所支援利用ニーズの多様化・複雑化に対応

するため、相談支援員等のスキルアップに努めます。 
社会福祉課 

発達障がいなど広く認知されるようになり、子どもの発達に不安をもつ

保護者がいます。また、母子関係の中で遊びの経験不足から発達が阻害さ

れている側面があることから、相談件数も増加傾向です。保育園などに就

園後に不安を持つ保護者もいるため、他課とも連携し相談しやすい体制を

整えていきます。 

健康推進課 

 

 

69．母子通園施設たんぽぽ園 

就学前の発達や発育に不安や心配のある子どもと保護者を対象として、親子で楽しく遊

びながら言葉や身体の成長ができるように、療育指導員（保育士）による支援を行い、二

一ズの拡大に対応できるよう臨床心理士の配置や施設の充実を図ります。 

□事業の推進に向けて 

身近な地域で療育が受けられる施設として、療育機能の充実を図るた

め、より専門性の高い療育訓練・相談・支援体制の構築を目指すよう療育

指導員の質の向上に努めます。 

子育て支援課 
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70．保育所における障がいのある児童の受入れ態勢 

保育所では、集団生活の中でお子さんが自ら成長していく力を育めるように支援してい

ます。 

□事業の推進に向けて 

発達や発育に不安や心配がある子どもが、安心して保育を受けられるよ

う、保育士が各種研修会に参加し質の向上に努めています。また、臨床心

理士や青い鳥医療療育センター職員による巡回指導・相談支援を受け保育

の質の向上や体制の整備に努めていきます。 

子育て支援課 

 

 

71．特別支援児への教育活動 

特別な支援を必要とする幼稚園、小学校・中学校の幼児、児童及び生徒の適切な教育支

援を行います。 

□事業の推進に向けて 

臨床心理士による巡回相談を実施し、発達障がい等のある幼児、児童及

び生徒が安心して学校生活を送ることができるように特別支援担当教職

員と連携し、適切な支援を行います。 

学校教育課 

 

 

72．特別児童扶養手当・障害者（児）医療費助成事業等による経済的な支援 

身体又は精神に障がいを有する児童を養育している方に対して支給される「特別児童扶

養手当」は、国や県の制度に従い実施します。 

また、障がいのために生じる特別の一助として「障害者福祉金」を支給します。 

その他、心身障がい児の福祉の増進を図るため、保険適用を受ける医療費の自己負担分

を助成する「障害者(児)医療費助成事業」を実施します。 

□事業の推進に向けて 

受給対象者への制度の周知を徹底するとともに、詳細についての広報等

啓発に努めます。 
子育て支援課 

適正な医療受診の推進に取り組みます。 保険年金課 

手帳取得者の増加・障がいの高度化により、市の単独事業である障害者

福祉金の支給額は増加しており、今後も持続可能な事業としていくための

方策を検討します。 

社会福祉課 
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73．障害者（児）タクシー利用料等補助事業 

電車・バスなどの公共交通機関を利用することが困難な重度の障がい者(児)が、通院、

通学のため、タクシー又は自家用自動車を利用する場合の費用（タクシー料金助成かガソ

リン購入費助成の選択制）の一部を助成します。 

□事業の推進に向けて 

タクシー料金助成申請者の増加やガソリン単価の高騰により、助成額は

増加しており、今後も持続可能な事業としていくための方策を検討しま

す。 

社会福祉課 

 

 

74．療育サポート会議 

障がいのある児童に対する一貫した療育支援を行うため、関係機関での情報交換や、困

難事例に対する対応についての検討を行います。 

また、障害児通所支援事業所等との連携を深め、教育・保育現場との橋渡し役となるよ

うな方策を検討します。 

□事業の推進に向けて 

一貫した療育支援を受けられるよう、保護者向けに作成した「サポート

ブック」の普及啓発に努めます。 

また、関係機関向けの研修や障害児通所支援事業所見学などを行い、療

育に関する知識の向上、障害児通所支援事業所を含めた連携強化を図りま

す。 

子育て支援課 

 

 

75．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援

法）・児童福祉法による福祉サービス 

支給決定を受けた障がいのある児童が、ホームヘルプサービス、児童発達支援、放課後

等デイサービス、短期入所などの福祉サービスを利用できます。（自己負担があります。） 

□事業の推進に向けて 

障がいのある児童のある児童に対する福祉サービスの利用ニーズの増

大に対応できるようサービス提供体制の確保に努めます。 
社会福祉課 
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（４－３）子どもを守る取組みの推進  

76．子どもの人権の尊重 

市内に住む子どもが、健やかに成長できるよう、子どもの人権を尊重し、地域全体で子

どもを大切にし、守っていくまちづくりを目指します。 

□事業の推進に向けて 

市民のニーズの変化を的確に捉え、子どもの人権の尊重を第一に考え、

子育て支援の充実に取り組みます。 
子育て支援課 

保育園、幼稚園、小・中学校、児童館などでの人権擁護委員による人権

啓発に努めます。 
社会福祉課 

 

77．教育・保育施設における安全対策 

保育園・幼稚園や学校などでは、児童や生徒を犯罪などから守るため、不審者情報の一

斉メール配信や、校門の閉鎖、防犯カメラの設置、防犯ブザーの携帯など安全対策に取り

組みます。 

□事業の推進に向けて 

防犯対策として不審者対策訓練を実施します。 学校教育課 

保育園では不審者対策として、警備会社に警備業務を委託しています

が、さらに防犯対策を強化するため、大規模な改修工事などに合わせて、

保育園施設に防犯カメラを設置に努めます。 

子育て支援課 
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基本目標その５ 子どもの貧困対策・ひとり親への支援 

 

子どもの現在及び将来が、生まれ育った環境によって左右されることがないように、また

貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、すべての子どもが心身ともに健やかに育成し、

教育機会の均等が保証され、子ども一人ひとりが夢や希望を持つことができるようにするた

め、子どもの貧困対策を推進します。 

 

（５－１）生活支援の充実                         

78．生活困窮者自立支援相談員による相談 

複合的な課題を抱える生活に困窮している家庭の保護者に対し、自立相談支援事業にお

いて包括的な支援を行うとともに、必要に応じて関係機関につなぎ生活支援の充実を図り

ます。           

□事業の推進に向けて 

就労・自立に関する相談支援・自立に向けたプランを作成し、生活困窮

している家庭の保護者の生活支援に努めます。 社会福祉課 

 

 

（５－２）ひとり親への支援                          

79．母子・父子自立支援員による相談 

母子・父子自立支援員を配置し、母子家庭等就業支援センター及び公共職業安定所等と

連携のもと母子家庭などの生活の安定や子育て相談、就業に必要な技能や知識を身につけ

るための相談や雇用情報の提供を行います。 

□事業の推進に向けて 

離婚当時の母子・父子家庭は様々な面で不安定であることから、母子・

父子自立支援員による相談は大きな拠り所となっています。社会情勢が厳

しく母子家庭などの保護者の就労が困難なため、自立支援プログラム策定

に取組み、母子家庭等就業支援センター及び公共職業安定所等と連携し、

就労に向けきめ細かい支援を行います。また、自立支援給付金を活用し、

資格を取得し自立ができるよう努めます。 

子育て支援課 
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80．ひとり親家庭等に対する経済的な支援 

母子・父子家庭等の生活の安定と、児童の健全育成のため、「児童扶養手当（国制度）」、

「愛知県遺児手当（県制度）」および「市遺児手当」を支給します。 

また、母子、父子家庭の親と子の福祉の増進を図るため、保険適用を受ける医療費の自

己負担分を助成する「母子、父子家庭医療費助成事業」を継続します。 

□事業の推進に向けて 

児童が心身ともに健やかに成長するよう母子・父子家庭に対して国・

県制度に加えて、市独自の遺児手当を支給しています。 
子育て支援課 

適正な医療受診の推進に取り組みます。 保健年金課 

 

 

81．母子家庭等日常生活支援事業 

ひとり親家庭及び寡婦が、自立するための就学や疾病などの事由により、一時的に生活

援助、保育サービスが必要な場合や、日常生活を営むのに支障が生じている場合に、家庭

生活支援員を派遣し、生活支援をすることで、ひとり親家庭における生活の安定を図りま

す。 

□事業の推進に向けて 

利用者は減少傾向にありますが、ニーズの把握に努めるとともに、母

子手当現況届出時等の機会を捉え周知を行っています。また、相談等あ

った場合は積極的に事業についての説明を行い利用が円滑に行えるよ

う努めます。 

子育て支援課 

 

 

82．母子父子寡婦福祉資金貸付金事業 

ひとり親家庭の母、父及び寡婦の方に対し、その経済的自立や子どもの福祉を図るため、

修学資金や就学支度資金など各種資金の貸付を行います。 

□事業の推進に向けて 

償還能力、貸付の必要性等について適切に審査した上で貸付を行うこ

とにより、経済的自立の助成と生活意欲の助長を図っていきます。 
子育て支援課 
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83．母子生活支援施設への入所 

ＤＶ被害や養育困難など、様々な事情により保護が必要な母子家庭、またはそれに準じ

る家庭の母子を母子生活支援施設に入所・保護し、母子の自立の促進のために生活支援を

行います。 

□事業の推進に向けて 

 入所の希望があった際、適切に対応できるよう、日ごろから入所施設の

状況など情報収集に努めます。また、迅速かつ安全に対応できるよう、関

係機関との連携体制の強化に努めます。 

子育て支援課 

 

（５－３）子育て家庭への経済的支援の充実   

84．子育てに対する経済的な支援 

子育てに関する経済的な負担が大きいことから、国の制度にもとづく各種手当の他、幼

児教育・保育の無償化及び３歳未満児の低所得者に配慮した保育料の設定、乳幼児医療費

の助成、私立高等学校授業料補助金などによる経済的な支援を継続します。また、生活保

護世帯、生活困窮世帯の子どもへの学習支援、進学に関する支援、高校進学者の中退防止

に関する支援を実施します。 

□事業の推進に向けて 

保育料の設定は、幼児教育・保育の無償化など国の示す制度に基づき、

適正な保育料設定を予定しています。 
子育て支援課 

私立高等学校授業料補助金交付事業についても継続予定です。 学校教育課 

0～18 歳のいる生活保護世帯に対して、必要な保護を行うとともに、

生活保護世帯、生活困窮世帯等の中学生、高校生などに対して学習支援等

を実施します。 

社会福祉課 
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■第６章 計画の推進体制■ 
 

１ 計画の周知と進行管理                      

計画の着実な推進のためには、計画を立案し（Plan）、実践する（Do）ことはもちろん、

設定した目標達成や計画策定後も適切に評価（Check）、改善（Act）が行えるよう、循環型

のマネジメントサイクル（ＰＤＣＡサイクル）に基づき、これらの管理・評価を一連のつな

がりの中で実施することが重要です。 

そのため、本計画の進行管理については、年度ごとに進捗状況を把握した上で、施策の充

実や見直しについての協議を行い、計画の円滑な推進に努めます。 

また、計画の進捗状況の管理・評価を行う組織として、「清須市子ども・子育て審議会」に

報告し、計画に基づく施策が適切に実施されているかを点検・評価します。 

 

  
２ 推進体制                            

本計画は、子ども・子育て支援のための総合的な計画として、福祉・保健・医療・教育・

雇用・生活環境など幅広い分野にわたっています。庁内関係部署間の有機的な連携とともに、

国・県や関係機関との連携を更に強化し、総合的かつ効果的な計画の推進を図ります。 

また、本計画を推進するためには、行政のみならず、市民や企業、保育園・幼稚園・認定

こども園、学校等、地域の関係団体との連携・協力が不可欠となっています。 

子育て支援の関係者や子育て中の家庭だけでなく、市民をはじめ地域全体が子育て支援の

担い手として積極的に関わることができるように、計画について広報等により周知・啓発を

行うとともに、保育園・幼稚園・認定こども園等をはじめ子どもに関わる機関や企業、ＮＰ

Ｏなど各種団体に対しても理解と協力を求める働きかけを行います。 

 

 

 

 


